
 

 

 

 

さいたま市総合振興計画 

実 施 計 画 

 
 

 

 

 

 

 

令和８年３月 

さいたま市 

 ２０３０ 
令和 12 年度 

２０２６ 
令和８年度 





 

 

 

 

 

さいたま市総合振興計画 

実施計画 

令和８（2026）年度～令和 12（2030）年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

目  次 
 

  

 

第１編 実施計画の策定に当たって ............................................. １ 

第１章 目的と期間 ....................................................... ２ 

 第２章 計画の構成 ....................................................... ６ 

１ 構成 

２ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の位置付け 

第２編 進行管理 .............................................................. ９ 

第１章 基本的な考え方 ................................................... 10 

１ ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理等 

２ 進行管理のための指標 

３ 指標設定の考え方 

第２章 進行管理の進め方 ................................................. 13 

１ 進行管理の全体概要 

２ 評価方法 

３ 計画の見直し 

第３編 重点戦略事業 .......................................................... 15 

第１章 重点戦略の基本的な考え方 ......................................... 16 

 重点戦略１ ............................................................. 19 

 重点戦略２ ............................................................. 39 

 

 

 

 



 

 

 

第４編 実施計画事業 ..................................................... 59 

Ⅰ 各分野の施策と事業 ................................................... 63 

 事業一覧 ............................................................... 64 

 第１章 コミュニティ・人権・多文化共生 ................................. 72 

 第２章 環境 ........................................................... 88 

 第３章 健康・スポーツ ................................................ 110 

 第４章 教育 .......................................................... 124 

 第５章 生活安全 ...................................................... 154 

 第６章 福祉 .......................................................... 166 

 第７章 子ども・子育て ................................................ 190 

 第８章 文化 .......................................................... 208 

 第９章 都市インフラ .................................................. 220 

 第 10 章 防災・消防 .................................................... 264 

 第 11 章 経済・産業 .................................................... 282 

Ⅱ 質の高い都市経営の実現 .............................................. 309 

 事業一覧 .............................................................. 310 

 第１章 市民協働・公民連携 ............................................ 312 

 第２章 高品質経営市役所 .............................................. 322 

資料編 .................................................................. 367 

１ 各分野に関連する行政計画一覧表 ...................................... 368 

 ２ 目標指標に係る実績値一覧表 .......................................... 374 

用語解説 ................................................................ 393 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画書中に頻出する専門用語や分かりづらい用語については、「用語解説」として解説

をまとめていますので、本編と併せてご参照ください。 
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第１章 目的と期間 

 

総合振興計画実施計画（以下「実施計画」という。）は、総合振興計画基本計画（計画期

間：令和３（2021）年度～令和 12（2030）年度。以下「基本計画」という。）に定められた

政策及び施策を実現するための個別の事務事業のうち、主なものを定めるとともに、それら

の事業内容、目標指標などを明らかにすることで、効果的・効率的に総合振興計画を推進し

ていくことを目的としています。 

ここに策定する実施計画の計画期間は、基本計画 10 年間の後半に当たる令和８（2026）

年度から令和 12（2030）年度までの５年間とします。 

 

 

 

■総合振興計画の構造図（基本計画より） 
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■基本計画と実施計画の関係 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

第１部　新たな都市づくりに向けて 第１編　実施計画の策定に当たって

第１章　都市づくりの目標 第１章　目的と期間

第２章　人口と財政の状況 第２章　計画の構成

第３章　将来都市構造 １　構成

２　持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の位置付け

第２編　進行管理

第１章　基本的な考え方

１　ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理等

２　進行管理のための指標

３　指標設定の考え方

第２章　進行管理の進め方

１　進行管理の全体概要

２　評価方法

３　計画の見直し

第２部　計画の構成と推進

第１章　計画体系

第２章　さいたま市の魅力と取り組むべき課題

第３章　重点戦略 第３編　重点戦略事業

重点戦略１ 第１章　重点戦略の基本的な考え方

重点戦略２ 重点戦略１

重点戦略２

第４編　実施計画事業

第３部　各分野の政策と施策 Ⅰ　各分野の施策と事業

第１章　コミュニティ･人権･多文化共生 第１章　コミュニティ・人権・多文化共生

第２章　環境 第２章　環境

第３章　健康・スポーツ 第３章　健康・スポーツ

第４章　教育 第４章　教育

第５章　生活安全 第５章　生活安全

第６章　福祉 第６章　福祉

第７章　子ども・子育て 第７章　子ども・子育て

第８章　文化 第８章　文化

第９章　都市インフラ 第９章　都市インフラ

第10章　防災・消防 第10章　防災・消防

第11章　経済・産業 第11章　経済・産業

第４部　各区の特性と将来像

第５部　質の高い都市経営の実現 Ⅱ　質の高い都市経営の実現

第１章　市民協働・公民連携 第１章　市民協働・公民連携

第２章　高品質経営市役所 第２章　高品質経営市役所

基 本 計 画 実 施 計 画
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■総合振興計画全体構成図（基本計画より） 
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第２章 計画の構成 

 

１ 構成 

 実施計画は、「第１編 実施計画の策定に当たって」及び「第２編 進行管理」の考え方

を踏まえ、個別の事務事業を「第３編 重点戦略事業」及び「第４編 実施計画事業」に掲

載しています。また、「第３編 重点戦略事業」と「第４編 実施計画事業」の関係につい

ては、次のとおりです。 

 

 ■ 「第３編 重点戦略事業」と「第４編 実施計画事業」の関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第11章 経済・産業

第８章 文化

第９章

重
点
戦
略
１

重
点
戦
略
２

第10章 防災・消防

都市インフラ

第６章 福祉

第７章 子ども・子育て

第４章 教育

第５章 生活安全

第２章 環境 

第３章 健康・スポーツ

第１章 コミュニティ・人権・多文化共生

第２章 高品質経営市役所

第１章 市民協働･公民連携 

第
３
編

重
点
戦
略
事
業

第
４
編

実
施
計
画
事
業

Ⅰ 各分野の施策と事業

Ⅱ 質の高い都市経営の実現

「Ⅰ 各分野の施策と事業」から重点戦略の

推進に特に貢献することが見込まれる事業を

「重点戦略事業」として掲載

「さいたま」の５つの魅力を生かして、成長・発展する戦略

戦術１ ゼロカーボンシティの実現と豊かで多様な自然環境の未来への継承

戦術２ 一人ひとりが“健幸”を実感できるスマートウエルネスシティの創造

戦術３ 笑顔あふれる日本一のスポーツ先進都市の創造

戦術４ 子どもたちの未来を拓く日本一の教育都市の創造

戦術５ ヒト･モノ･情報を呼び込み、東日本の未来を創る対流拠点都市の創造

未来に引き継ぐための持続可能なまちづくりを進める戦略
戦術１ 子どもから高齢者まで、あらゆる世代が輝けるまちづくり

戦術２ 激動する新時代に「未来技術」で躍動する地域産業づくり

戦術３ 災害に強く、市民と共につくる安全・安心なまちづくり

戦術４ 環境に配慮したサステナブルで快適な暮らしの実現

戦術５ 絆で支え合い、誰もが自分らしく暮らせるまちづくり
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２ 持続可能な開発目標（ＳＤＧＳ）の位置付け 

基本計画では、第３部「各分野の政策と施策」の政策ごとに特に関連の深いと思われる

ゴールを明記し、各分野において達成に向けて貢献していくゴールを可視化しています。

また、「重点戦略」にも、平成 27（2015）年９月の国連サミットにおいて全会一致で採択

された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が掲げる統合的な課題解決の理念を

取り込むことで、取組全体の最適化や課題解決を加速させ、ＳＤＧｓの達成に向けた取組

を推進することとしています。 

実施計画においても、重点戦略事業のみにとどまらず、全ての掲載事業の推進に当たって、

常にＳＤＧｓを意識して事業を展開することで、各分野で解決を目指す課題とその他の分

野の課題との相互関連性、取組の相乗効果、波及効果、悪影響等を考慮して全体最適の視点

から様々な課題の統合的解決を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 課題同士の相互関連性のイメージ 

（重点戦略における戦略１戦術１「ゼロカーボンシティの実現と豊かで多様な自然環境

の未来への継承」の例） 
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■持続可能な世界を実現するための17のゴール

１ 貧困をなくそう
　あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終止符を打
つ。

２ 飢餓をゼロに
　飢餓に終止符を打ち、食料の安定確保と栄養状態の
改善を達成するとともに、持続可能な農業を推進す
る。

３ すべての人に健康と福祉を
　あらゆる年齢のすべての人の健康的な生活を確保
し、福祉を推進する。

４ 質の高い教育をみんなに
　すべての人に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供
し、生涯学習の機会を促進する。

５ ジェンダー平等を実現しよう
　ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児の
エンパワーメントを図る。

６ 安全な水とトイレを世界中に
　すべての人に水と衛生へのアクセスと持続可能な管
理を確保する。

７ エネルギーをみんなに そしてクリーンに
　すべての人々に手ごろで信頼でき、持続可能かつ近
代的なエネルギーへのアクセスを確保する。

８ 働きがいも経済成長も
　すべての人のための持続的、包摂的かつ持続可能な
経済成長、生産的な完全雇用及びディーセント・ワー
ク（働きがいのある人間らしい仕事）を推進する。

９ 産業と技術革新の基盤をつくろう
　強じんなインフラを整備し、包摂的で持続可能な産
業化を推進するとともに、技術革新の拡大を図る。

10 人や国の不平等をなくそう
　国内及び国家間の格差を是定する。

11 住み続けられるまちづくりを
　都市と人間の居住地を包摂的、安全、強じんかつ持
続可能にする。

12 つくる責任 つかう責任
　持続可能な消費と生産のパターンを確保する。

13 気候変動に具体的な対策を
　気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を
取る。

14 海の豊かさを守ろう
　海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、
持続可能な形で利用する。

15 陸の豊かさも守ろう
　陸上生態系の保護、回復及び持続可能な利用の推
進、森林の持続可能な管理、砂漠化への対処、土地劣
化の阻止及び逆転、並びに生物多様性損失の阻止を図
る。

16 平和と公正をすべての人に
　持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会を推進
し、すべての人に司法へのアクセスを提供するととも
に、あらゆるレベルにおいて効果的で責任ある包摂的
な制度を構築する。

17 パートナーシップで目標を達成しよう
　持続可能な開発に向けて実施手段を強化し、グロー
バル・パートナーシップを活性化する。
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進行管理  
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第１章 基本的な考え方 

 

１ ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理等 
総合振興計画は、ＰＤＣＡサイクル（Plan 計画 → Do 実行 → Check 点検・評価 → 

Action 見直し・改善）に基づいて進行管理を行います。 

ＰＤＣＡサイクルにおける Plan（計画）においては、計画と予算の連動による推進体

制の整備を図ります。 

Check（点検・評価）においては、市民意見等も踏まえながら、施策及び事業の進捗状

況の検証や課題等の把握・分析をします。 

Action（見直し・改善）においては、Check（点検・評価）を踏まえて、必要に応じて

施策及び事業の見直し・改善や新たな企画立案を行います。また、社会経済の動向等を踏

まえた改定を行います。 

 

■ ＰＤＣＡサイクルのイメージ 
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２ 進行管理のための指標 
  総合振興計画の適切な進行管理を図るため、次の指標を設定しています。 

● 総合指標  将来都市像の実現を包括的な視点で測るもの（市民満足度を計測） 

 さいたま市を住みやすいと感じる市民の割合（市民意識調査） 

 

 

 

 

 さいたま市に住み続けたいと感じる市民の割合（市民意識調査） 

 

 

 

 

● 成果指標  各施策の達成度を測るもの 

       ※ 一部は、まち・ひと・しごと創生総合戦略における重要業績評価指標 

（ＫＰＩ）を兼ねるものとして設定します。 

● 目標指標  各事業の達成度を測るもの 

 

３ 指標設定の考え方 
 ● 総合指標は、将来都市像の実現を包括的な視点で測るものとして、「住み心地」及

び「定住意向」に係る指標を掲げます。 

 ● 成果指標は、全てを定量指標※1かつアウトカム指標※2とし、市民の実感に基づく主

観指標※3や統計データ等を用いた客観指標※4を設定します。 

なお、成果指標の数値の増減は、市の事業実施による成果だけではなく、社会経済

情勢の変化、国・県・事業者など関係者の取組の影響も受けるものです。 

 ● 目標指標は、原則、定量指標を設定します。また、事業の質や成果を測ることがで

きるアウトカム指標を主に設定します。ただし、成果を示すためのデータを取得する

ことが困難な場合やなじまない場合は、定性指標※5又は事業の活動量を示すアウトプ

ット指標※6を設定します。 
 

※1 定量指標…数値や数量など、定量的に表される指標のこと。 

※2 アウトカム指標…行政活動の結果として、市民にもたらされた便益や実感など、どれだ

けの成果（効果・効用）がもたらされたかを表す指標のこと。 

86.1％ 
（令和７年度） 

 

90％以上 
（令和 12 年度） 

86.9％ 
（令和７年度） 

90％以上 
（令和 12 年度） 
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※3 主観指標…アンケートなど回答者の主観的意見を集約し、数値化した指標のこと。 

※4 客観指標…観光客数や就業率など、誰が測定しても同様の結果が得られるような、客観

的に測定できる指標のこと。 

※5 定性指標…物事の質的な側面を評価・判断するための非数値指標のこと。 

※6 アウトプット指標…経営資源（人材、財源等）を投入して、どのような活動を行ったのか、

どのようなサービスを提供したのかなど、実施した活動量・事業量を表す指標のこと。 
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第２章 進行管理の進め方 

 

１ 進行管理の全体概要 

 総合振興計画の計画体系及び各指標に基づき実施する計画の進行管理の全体概要につ

いては、次のとおりです。 

■進行管理の全体概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 評価方法 

 ⑴ 内部評価 

内部評価では、市組織内で実施する自己評価として、①施策評価と②事業評価を一

体的に実施します。 

① 施策評価 

成果指標に対する最新値の把握及び施策の進捗状況を検証します。検証結果を

踏まえ、必要に応じて施策を推進する事業の構成の見直し等を行います。 

② 事業評価 

目標指標による事業の達成度を評価するとともに、多面的な観点で事業の取組

内容を検証します。さらに、検証結果を踏まえ、施策の実現につなげるための事

業改善等を行います。 
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⑵ 外部評価 

外部評価では、市民目線や各分野の有識者による専門的見地に基づく施策の進捗状況

及び事業の実施状況の検証を行い、改善策の提案を踏まえ、施策・事業を改善します。 

 

３ 計画の見直し 

実施計画は、ＰＤＣＡサイクルによる施策評価及び事業評価を毎年度行い、前年度の計

画の進捗状況を把握し公表するとともに、社会経済の動向等を踏まえながら、実施計画の

見直し・改定を行います。 

 

■総合振興計画の計画期間と進行管理のスケジュール 

 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

令和３年度分 令和４年度分 令和５年度分 令和６年度分 令和７年度分 令和８年度分 令和９年度分 令和10年度分 令和11年度分 令和12年度分

年　　　　　度

総合振興
計画

施策評価

事業評価

各年度の評価結果等を受け、実施計画の見直し・改定を実施

実施計画（５年）

基本計画（10年）

実施計画（５年）

■
中 間

見直し
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重点戦略事業  
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第１章 重点戦略の基本的な考え方 

⑴ 重点戦略の構成 

実施計画では、基本計画で設定した２つの重点戦略の各戦術の重点ポイント（◆マーク）

ごとに、重点戦略の推進に特に貢献することが見込まれる事業を位置付け、強力に推進し

ます。 

重点戦略１ 「さいたま」の５つの魅力を生かして、成長・発展する戦略 

～「しあわせ」を実感し、市民や企業から選ばれる都市の創造～ 

重点戦略２ 未来に引き継ぐための持続可能なまちづくりを進める戦略 

 

■ 重点戦略の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 重点戦略とまち・ひと・しごと創生総合戦略の関係 

重点戦略の目指す方向性は、本市の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」と同様に「将

来も持続可能な都市として成長・発展」することであり、その目的は一致しています。 

このことから、基本計画の第２部第３章と実施計画の第３編からなる重点戦略は、第２期

「さいたま市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を兼ねるものとします。 

  

首都圏有数の自然と環境への先進的な取組 １ ゼロカーボンシティの実現と豊かで多様な自然環境の未来への継承

健康意識の高さ ２ 一人ひとりが“健幸”を実感できるスマートウエルネスシティの創造

豊富なスポーツ資源 ３ 笑顔あふれる日本一のスポーツ先進都市の創造

特色ある学校教育 ４ 子どもたちの未来を拓く日本一の教育都市の創造

地理的優位性 ５ ヒト・モノ・情報を呼び込み、東日本の未来を創る対流拠点都市の創造

「本格的な人口減少・超高齢化時代の到来」への対応 １ 子どもから高齢者まで、あらゆる世代が輝けるまちづくり

「グローバル経済の変貌」への対応 ２ 激動する新時代に「未来技術」で躍動する地域産業づくり

「安全・安心に対する意識の変化」への対応 ３ 災害に強く、市民と共につくる安全・安心なまちづくり

「地球規模での環境問題の深刻化」への対応 ４ 環境に配慮したサステナブルで快適な暮らしの実現

「社会の多様性と市民協働・公民連携意識の高まり」への対応 ５ 絆
きずな

　で支え合い、誰もが自分らしく暮らせるまちづくり

魅力を生かす

課題に対応する

戦術

戦術

重
点
戦
略
１

重
点
戦
略
２
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■「重点戦略」と「さいたま市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施計画 

 事業 

人口減少・超高齢時代に適応し、 

更なる成長・発展につなげ、将来に

わたって活力ある都市の実現 

基本計画 

 政策・施策 
 

「重点戦略」の目指す方向性 
本市の「まち・ひと・しごと創生 

重
点
戦
略 

「魅力」を最大限に活用し、直面 

する「課題」に対応し、持続可能な

都市として成長・発展につなげる 
 目的の一致 

総合戦略」の目指す方向性 

本市の「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」として位置付け 
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事業名 市民・事業者との連携による省エネ化・創エネ化の促進
事業課 ゼロカーボン推進戦略課

事業コード 02-1-1-01 掲載頁 91

＜重点取組内容＞

　ゼロカーボンシティの実現に向け、先進技術の導入も含め、温室効果ガス排出量を削減するた
めの支援策を充実するとともに、市民・事業者に対して再生可能エネルギーや省エネルギー化を
図る機器等の導入に係る支援を行います。また「さいたま市ゼロカーボンシティ共創推進プラッ
トフォーム」など、市民・事業者と連携した省エネ化・創エネ化を促進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

各種補助金による創エネ・蓄エネ・省エネ設備の導入支援

先進技術の導入も含めた太陽光発電設備等の普及の促進

さいたま市ゼロカーボンシティ共創推進プラットフォーム全体会・分科会の開催、事業公募の実施

 

  

重 点 戦 略 ペ ー ジ の 見 方 

ＳＤＧｓ 

（基本計画より） 

関連が深いと思われるＳＤ

Ｇｓを示しています。 

目指す方向性 

（基本計画より） 

各戦術の取組の目指す方向

性を記述しています。 

魅力又は課題 

（基本計画より） 

戦術の基になる魅力や課題

の内容を記述しています。 

重点ポイント 

（基本計画より） 

目指す方向性を実現する

上でのポイントを記述して

います。 

重点取組内容 

重点的な取組とその取組の

５年間の工程を示していま

す。 

ＫＰＩ 

（基本計画より） 

基本計画第３部の成果指

標から、各戦術に関連する指

標を表示しています。 

基本計画の中間年度（令和

７年度）の目標、最終年度（令

和 12 年度）の目標を示して

います。 
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重点戦略１ 

「さいたま」の５つの魅力を生かして、成長・発展する戦略 

～「しあわせ」を実感し、市民や企業から選ばれる都市の創造～ 
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目指す方向性 

脱炭素先行地域事業を推進し、再生可能エネルギーなどの導入の積極的な促進に加え、

地域内での電力の地産地消を構築するなど、持続可能なエネルギーを確保することや、市

民の行動変容を促す脱炭素なライフスタイルを実践することで「ゼロカーボンシティ」の

実現を目指します。 

また、首都圏有数の自然環境である見沼田圃や荒川・元荒川を始めとする豊かな自然資

源を守り育て、それらを重要な資産として活用し、水と緑に囲まれた潤いのある都市生活

を実現します。 

◆重点ポイント 

◆脱炭素社会に向けた先駆的な技術やサービスの展開 

 

事業名 市民・事業者との連携による省エネ化・創エネ化の促進
事業課 ゼロカーボン推進戦略課

事業コード 02-1-1-01 掲載頁 91

＜重点取組内容＞

　ゼロカーボンシティの実現に向け、先進技術の導入も含め、温室効果ガス排出量を削減するた
めの支援策を充実するとともに、市民・事業者に対して再生可能エネルギーや省エネルギー化を
図る機器等の導入に係る支援を行います。また「さいたま市ゼロカーボンシティ共創推進プラッ
トフォーム」など、市民・事業者と連携した省エネ化・創エネ化を促進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 ゼロカーボンシティ実現に向けた地域循環共生圏の構築
事業課 ゼロカーボン推進戦略課

事業コード 02-1-1-03 掲載頁 92

＜重点取組内容＞

　持続可能なエネルギーを確保するため、再生可能エネルギー等の普及を促進するとともに、全
市立学校において脱炭素化を図るため、ごみ発電により発電された電力を有効活用するなど、公
共施設での積極的な導入を進めます。また、脱炭素化に資する設備投資等による持続可能な経済
社会を目指し、再生可能エネルギー等の利用拡大を通じた「地域循環共生圏」の実現に向けて、
脱炭素先行地域事業を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

各種補助金による創エネ・蓄エネ・省エネ設備の導入支援

先進技術の導入も含めた太陽光発電設備等の普及の促進

さいたま市ゼロカーボンシティ共創推進プラットフォーム全体会・分科会の開催、事業公募の実施

公共施設への再生可能エネルギー等の導入拡大

（エネルギーマネジメントシステムの構築、運用）

市内事業者へ再生可能エネルギー等の導入展開、市民・事業者への周知・意識醸成、環境教育の実施

 魅力１： 
首都圏有数の自然と環境への先進的

な取組 

 戦術１  ゼロカーボンシティの実現と 

豊かで多様な自然環境の未来への継承 
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◆ネイチャーポジティブの実現に向けた首都圏有数の自然環境の保全・活用 

 

事業名 E-KIZUNA Projectの推進
事業課 ゼロカーボン推進戦略課

事業コード 02-1-1-04 掲載頁 92

＜重点取組内容＞

　運輸部門の温室効果ガス排出量を削減するため、市民・事業者への支援策や啓発活動の実施に
より、電気自動車（EV）を始めとする電動車の普及を促進するとともに、EVを安心・快適に使え
る社会の構築に向けた取組を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

公用車への電動車の率先導入、市民・事業者への支援、啓発活動の実施

民間事業を活用した持続可能な充電インフラ環境の構築

事業名 ネイチャーポジティブの実現に向けた生物多様性の保全の推進
事業課 環境対策課

事業コード 02-3-1-01 掲載頁 101

＜重点取組内容＞

　生物多様性の損失を食い止め、回復させる「ネイチャーポジティブ」の実現に向け、市民一人
ひとりの行動変容を促し、市民や学校、企業など多くのステークホルダーが参加して生物多様性
の保全に取り組むため、活動支援センターの開設・運営や人材育成プログラムの実施、協議会の
設置等を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 見沼田圃の保全と新たな活用・創造の推進
事業課 見沼田圃政策推進課

事業コード 02-3-2-01 掲載頁 105

＜重点取組内容＞

　「さいたま市見沼田圃基本計画」に掲げる見沼田圃づくりのテーマ「農・自然・歴史とふれあ
う、憩いのふるさと“みぬま”」を実現するため、グリーンインフラ機能を活用した、見沼田圃
の魅力向上に資する取組を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

生物多様性増進活動支援センターの運営

活動団体に対する情報発信、あっせん、助言等の実施

人材育成プログラムの実施 プログラム内容の見直し・更新

モニタリング

体制の構築

新たな体制による市民参加型生きもの調査の実施

データベースを活用した新たな調査手法の検討、実施

増進活動協議会の設置・運営

分科会における連携増進活動実施計画の作成

新基本計画の策定 新基本計画の推進

見沼田圃におけるグリーンインフラの取組の推進
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ＫＰＩ（関連する成果指標） 

▶ 市民１人(１世帯)当たりの温室効果ガス排出量 

 

▶ 市域の再生可能エネルギーなどの導入量 

  

▶ 見沼田圃に魅力を感じる市民の割合 

 

▶ 水辺や緑地の保全・再生活動に関心がある市民の割合 

 

  

最終目標 65％（R12) 中間目標 60％（R7)  実績 55.7％（R2) 

最終目標 73％（R12) 中間目標 68％（R7) 実績 61.0％（R2) 

最終目標 3.09t-CO2（R10) 中間目標 4.03t-CO2（R5) 実績 6.13t-CO2（H25) 

最終目標 7,530TJ（R10) 中間目標 6,708TJ（R5) 実績 4,195TJ（H25) 
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目指す方向性 

市民の健康意識の高さと、平たんな歩きやすい地形を生かし、デジタル技術を活用した

科学的根拠に基づく健康づくりや、市内の四季折々の風景や魅力スポットを「歩く」を基

本に巡るなど、楽しみながら「体を動かす、体を動かしてしまう」まちづくりを推進しま

す。また、市民が自ら進んで身近な健康づくりに取り組む環境の整備を進めることで、市

民一人ひとりが「健幸※」な暮らしを実感できる都市の実現を目指します。 

◆重点ポイント 

◆ライフスタイルやライフステージに応じた「健幸※」づくり 

 

※健幸…身体面の健康だけではなく、人々が生きがいを感じ、心豊かな生活を送れること。 

 

事業名 市民の主体的な健康づくりの推進
事業課 保健衛生総務課、健康支援課

事業コード 03-1-1-01 掲載頁 113

＜重点取組内容＞

　「第４次さいたま市食育推進計画」に基づき食育を推進します。特に、朝食を欠食している人
の割合が高いことや、適正体重の人の割合が低いことなどが課題となっていることから、庁内関
係課を始め、包括連携協定締結企業等とも連携して、普及啓発に取り組みます。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 学校・家庭・地域が連携した魅力ある食育の充実
事業課 健康教育課

事業コード 04-1-2-09 掲載頁 139

＜重点取組内容＞

　地元で活躍しているシェフが、地場産物を活用した給食献立を提案するとともに、給食調理担
当者と調理をした学校給食を提供することにより、学校における食育を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

地元シェフによる、地場産物を活用した学校給食の提供

「第４次さいたま市食育推進計画」の推進

現計画の中間評価

を実施

 魅力２： 
健康意識の高さ 

 戦術２  一人ひとりが“健幸”を実感できる 

スマートウエルネスシティの創造 
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ＫＰＩ（関連する成果指標） 

▶ 健康寿命（65 歳に達した市民が健康で自立した生活を送ることができる期間） 

  

事業名 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進
事業課 国保年金課、いきいき長寿推進課

事業コード 06-1-1-03 掲載頁 170

＜重点取組内容＞

　医療・介護のデータから地域の健康課題を把握し、生活習慣病予防や低栄養予防を目的とした
個別的な保健指導や、「通いの場」等での健康教育・健康相談等を実施します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 健康マイレージによる健康意識の向上
事業課 保健衛生総務課

事業コード 03-1-1-02 掲載頁 114

＜重点取組内容＞

　楽しみながらウォーキングする機会を増やし、運動習慣を身に付け、ライフステージに応じて
自ら継続的に健康づくりに取り組むことを支援します。
　継続的にスポーツに親しむことのできる機会として、関連団体・民間企業等と連携し、健康に
関するイベントを開催します。
　また、健康マイレージを更に魅力的なものにするための新たな取組や他事業との連携を推進し
ます。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

個別的な保健指導の実施

「通いの場」等での健康教育・健康相談の実施

健康に関するイベントの開催

新たな取組の実施

他事業との連携を推進

最終目標(R10) 

 男性：18.85年 

女性：21.56年 

中間目標（R5） 

 男性：18.23 年 

女性：20.94 年 

実績（H30） 

 男性：17.74 年 

女性：20.50 年 
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目指す方向性 

本市を本拠とするトップスポーツチームや、東京２０２０オリンピック・パラリンピック

競技大会等の会場にもなった大規模スポーツ施設等の豊富なスポーツ資源を生かしたス 

ポーツツーリズムなどにより、スポーツの分野で観光・交流人口の拡大を図ります。 

また、地域における市民参加型のスポーツイベントなどの開催とともに裾野を広げる取

組も併せて推進することで、生涯を通じて身近にスポーツに親しめる環境を整備し、スポー

ツ先進都市の実現を目指します。 

◆重点ポイント 

◆スポーツの力を生かしたまちの活性化 

 

事業名 サッカーのまちづくりの推進
事業課 スポーツ振興課

事業コード 03-2-1-03 掲載頁 120

事業名 国際自転車競技大会の開催支援
事業課 スポーツイベント課

＜重点取組内容＞

　サッカーを核として、スポーツを活用したまちづくりを推進するため、国際親善試合「さいた
まシティカップ」、サッカーの魅力体験イベント「さいたまサッカーフェスタ」及び女子サッ
カーの普及・発展を図る取組を行います。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業コード 03-2-1-05 掲載頁 121

＜重点取組内容＞

　本市で開催される世界的なブランドである「ツール・ド・フランス」の名を冠した国際自転車
競技大会の実施主体に対して開催支援を行います。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

サッカーに関する各種事業を実施し、「サッカーのまち さいたま」を発信

小学生女子サッカークリニックの開催

ツール・ド・フランスさいたまクリテリウムの開催支援

さいたまサッカーフェスタの開催

 
魅力３： 
豊富なスポーツ資源 

 戦術３  笑顔あふれる日本一のスポーツ先進都市の創造 

-25-

第
３
編

重
点
戦
略
事
業

重
点
戦
略
１



 

◆生涯スポーツの振興 

 

※１

※２

スポーツテック…スポーツとテクノロジーを組み合わせた造語で、スポーツの分野におい
て、効率的なトレーニングやより正確な競技判定、快適な観戦環境を構築すること等に役
立てられているＡＩやデータ分析、ロボット工学などのテクノロジーのこと。

スポーツオープンイノベーションプラットフォーム…スポーツの場におけるオープンイノ
ベーションを促進し、スポーツへの投資促進やスポーツの価値高度化を図るとともに、ス
ポーツの場から他産業の価値高度化や社会課題の解決につながる新たな財・サービスが創
出される社会の実現を目指す概念。

事業名 「さいたまスポーツシューレ」の推進
事業課 スポーツ政策室

事業コード 03-2-1-06 掲載頁 122

＜重点取組内容＞

　（仮称）さいたまスポーツシューレ推進施設の整備を進めるとともに、フィジカルデータの測

定・分析等の方法を確立するスポーツテック
※１

の実証や新たなスポーツビジネスの事業化とス
ポーツを通じた社会課題の解決を図るさいたま市版SOIP（スポーツオープンイノベーションプ

ラットフォーム
※２

）事業を展開するなど、「さいたまスポーツシューレ」の取組を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

スポーツテックの実証

さいたま市版SOIP事業の展開

（仮称）さいたまスポー

ツシューレ推進施設の整

備に係る実施方針策定
設計・建設工事事業契約締結

事業名 あらゆるスポーツを楽しむ機会の提供
事業課 スポーツ政策室、スポーツ振興課

事業コード 03-2-1-01 掲載頁 119

＜重点取組内容＞

　各関係団体と連携し、スポーツフェスティバルの開催、プロスポーツチーム等との連携による
体験機会の提供、アーバンスポーツに関する体験機会の提供、ウォーキングイベントの開催等、
あらゆるスポーツを楽しむ機会を提供します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

スポーツフェスティバルの開催

プロスポーツチーム等との連携による体験機会の提供

アーバンスポーツに関する体験機会の提供

ウォーキングイベントの開催
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ＫＰＩ（関連する成果指標） 

▶ 本市を「スポーツの盛んなまち」と感じている市民の割合 

 

▶ 成人の週１回以上のスポーツ実施率 

 

▶ 児童・生徒の週１回以上のスポーツ実施率（学校の体育の授業を除く） 

 

  

事業名 ランニングイベントの開催
事業課 スポーツイベント課

事業コード 03-2-1-02 掲載頁 120

＜重点取組内容＞

　マラソンに加え、距離の短い種目や親子ラン、車いすの部など、子どもから大人まで、また初
心者から上級者まで、多くの市民が楽しめ、完走を目指せるランニングイベントを開催します。
　また、ささえるスポーツ活動を通じた生涯スポーツの振興を図るため、ボランティアの参加機
会をつくります。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

ランニングイベントの開催

ボランティア参加機会の創出

最終目標 80％（R12) 中間目標 78％（R7) 実績 69.3％（R2) 

最終目標 75％（R12) 中間目標 68％（R7) 実績 66.6％（R2) 

最終目標（R12) 

 小５：93％ 

中２：90％ 

中間目標（R7) 

 小５：89％ 

中２：87％ 

実績（R1) 

小５：84.4％ 

中２：83.5％ 
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目指す方向性 

国に先駆けて実施している本市独自の英語教育「グローバル・スタディ」の推進などを

通じて、多様な人々との関わりの中で、社会的自立に向けて基盤となる資質・能力や、主

体的に社会の形成に参画する態度等の育成に取り組みます。 

また、教育ＤＸの推進や、「主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）」

の実現などを通じて、他者と協働しながら新たな価値を創造していく力や、夢を実現しよ

うとする高い志を持って可能性に挑戦する力の育成に取り組むなど、本市ならではの特色

を生かした魅力ある教育都市を目指します。 

◆重点ポイント 

◆未来を拓くさいたま教育で子どもの力を伸ばす 

 

事業名 カリキュラム・マネジメントの充実による質の高い深い学びの実現

事業課 教育課程指導課

事業コード 04-1-1-01 掲載頁 127

＜重点取組内容＞

　多様な子どもたちを包摂する柔軟な教育課程及び義務教育９年間の系統性を意識した教育課程
を編成・実施し、教科等横断や探究の視点をもった教育活動が展開され、より質の高い、深い学
びを実現するため、学校訪問や研修会等を通じた総合的な支援を行うとともに、「さいたま市教
育課程編成要領」及び「さいたま市学校教育の推進の指針・指導の努力点」に基づく教育を推進
します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 デジタル学習基盤を活用した学びの改革
事業課 教育研究所

事業コード 04-1-1-02 掲載頁 128

＜重点取組内容＞

　タブレットや高速大容量ネットワーク等のデジタル学習基盤の効果的な活用や教育データの利
活用を通じ、子どもたちがクラウド上で自らの学びの履歴を活用して、個別最適に調整し、協働
的な活動を通じて学びを深めるなど、学び方の改革を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

学校訪問や研修会等を通じた総合的な支援

「さいたま市学校教育の推進の指針・指導の努力点」に基づく授業改善の推進

「さいたま市教育課程編成要領」改訂 「さいたま市教育課程編成要領」に基づく教育の推進

各校が自走した研修の実施と学びの展開

教職員が子どもと向き合う時間を創出するための業務効率化及び教育データ利活

用の推進

教職員のデジタ

ル環境整備

 
魅力４： 
特色ある学校教育 

 戦術４  子どもたちの未来を拓く日本一の教育都市の創造 
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事業名 グローバル・スタディ及び国際教育の推進
事業課 教育課程指導課、高校教育課

事業コード 04-1-2-01 掲載頁 134

＜重点取組内容＞

　自分たちの文化や考えを自ら発信するほか、対話を通じて他者と協働し、よりよく問題解決を
図ることができる児童生徒を育成するため、カリキュラムの検証・改善による授業改善や体験活
動の実施など、「グローバル・スタディ」を充実させることで、将来、グローバル社会で、主体
的に行動できる資質・能力の向上に資する取組を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 子どもによる科学的な視点を生かした体力向上の推進
事業課 教育課程指導課

事業コード 04-1-2-08 掲載頁 138

＜重点取組内容＞

　豊かなスポーツライフの実現に向けて、「子どものための体力向上サポートプラン」に基づ
き、児童生徒の体力・運動能力の向上や運動習慣の改善につなげる取組を、デジタル技術等も効
果的に活用しながら推進することで、児童生徒が将来にわたって運動に親しむ意欲の向上につな
げます。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

カリキュラムの検証・改善による授業改善

体験活動等の充実

実践的な研修会や各種実践事例集の充実による教員の指導力向上

各種調査のデータを活用した体力課題の改善に向けた取組の充実
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ＫＰＩ（関連する成果指標） 

▶ 全国学力・学習状況調査の実施科目の平均正答率について、本市と大都市平均との比較 

 

 

 

▶ 「将来の夢や目標を持っている」児童生徒の割合 

 

 

▶ 「自分には、よいところがあると思う」児童生徒の割合 

 

 

▶ 「運動やスポーツをすることが好き」な児童生徒の割合 

 

 

 

 

  

実績（R1） 

＋3.1 ポイント（小６国語） 

＋1.1 ポイント（小６算数） 

＋2.9 ポイント（中３国語） 

＋2.5 ポイント（中３数学） 

中間目標（R7） 

＋3.1 ポイント以上（小６国語） 

＋1.1 ポイント以上（小６算数） 

＋2.9 ポイント以上（中３国語） 

＋2.5 ポイント以上（中３数学） 

最終目標（R12） 

＋3.1 ポイント以上（小６国語） 

＋1.1 ポイント以上（小６算数） 

＋2.9 ポイント以上（中３国語） 

＋2.5 ポイント以上（中３数学） 

実績（R1) 

小６：86.3％ 

中３：78.0％ 

実績（R1) 

小６：88.7％ 

中３：85.3％ 

実績（R1) 

小６：84.7％ 

中３：81.4％ 

中間目標（R7) 

 小６：87％以上 

中３：78％以上 

中間目標（R7) 

 小６：89％以上 

中３：86％以上 

中間目標（R7) 

 小６：85％以上 

中３：82％以上 

最終目標（R12) 

 小６：87％以上 

中３：78％以上 

最終目標（R12) 

 小６：89％以上 

中３：90％以上 

最終目標（R12) 

 小６：85％以上 

中３：82％以上 
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目指す方向性 

新幹線６路線等が乗り入れる「東日本の玄関口」である大宮駅を有する本市の拠点性を

生かして、東日本の対流拠点都市としての都市基盤の整備や多様で高次な都市機能の集

積、広域的な交通網の強化、対流拠点機能の集積強化等を進めるとともに、大学等との連

携による成長分野におけるイノベーション創出支援や企業誘致の促進により、産業力を強

化し、本市及び東日本全体としての経済の活性化を目指します。 

また、大規模な自然災害の危険性が比較的低いと考えられ、「さいたま新都心」付近が

国の緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の進出拠点に位置付けるとされたことや、

広域的な支援・受援を可能とする新庁舎を整備することから、広域的な防災拠点としての

機能強化を図り、災害時の首都機能をバックアップする拠点機能を有する都市の実現を

目指します。 

◆重点ポイント 

◆国際的な結節機能の充実 

 

事業名 大宮駅グランドセントラルステーション化構想の推進
事業課 東日本交流拠点整備課

事業コード 09-1-1-01 掲載頁 225

＜重点取組内容＞

　「大宮駅グランドセントラルステーション化構想」の実現に向けて、大宮駅東口駅前広場など
の都市計画決定手続や事業認可取得手続を行います。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

都市計画案とりまとめ

都市計画手続
都市計画決定

事業認可図書

作成
事業認可

都市計画施設設計検討

関係機関協議

 
魅力５： 
地理的優位性 

 戦術５  ヒト・モノ・情報を呼び込み、 

東日本の未来を創る対流拠点都市の創造 
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事業名 市街地開発事業の推進（都心）

事業課
都心整備課、浦和駅周辺まちづくり事務所、大宮駅東口まちづくり事務所、大宮駅
西口まちづくり事務所

事業コード 09-1-1-02 掲載頁 226

＜重点取組内容＞

【浦和駅周辺】
　商業・業務機能、文化・交流機能の集積や、交通結節機能、都市防災機能の向上を図るため、
浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業を推進するとともに、都市計画道路を整備します。
【大宮駅西口】
　防災性の向上、土地の有効活用、交通環境の改善などを図るため、第三地区における市街地再
開発事業や第四地区の土地区画整理事業による都市計画道路の公共施設整備等により、大宮駅西
口地区のまちづくりを推進します。
【大宮駅東口】
　都心としての拠点性や防災性の向上を図るため、大宮駅東口大門町３丁目中地区市街地再開発
事業の施行により、大宮駅東口地区のまちづくりを推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

【浦和駅周辺】
（浦和駅西口南高砂地区）

（浦和西口停車場線）

【大宮駅西口】
（第３－Ａ・Ｄ地区）

（第四地区）

【大宮駅東口】
（大門町３丁目中地区）

工事、換地計画

施設建築物竣工 組合解散・清算

道路整備工事実施

事業完了

権利変換計画に向けた合意形成

施設計画見直し

事業計画認可
権利変換計画

認可
解体除却工事 施設建築物工事実施

権利変換計画認可

解体除却工事

解体除却工事

施設建築物工事
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事業課
市街地整備課、浦和西部まちづくり事務所、浦和東部まちづくり事務所、岩槻まち
づくり事務所

事業コード 09-1-1-03 掲載頁 227

事業名 市街地開発事業の推進（副都心）

＜重点取組内容＞

【浦和西部】
　武蔵浦和駅第７－１街区において地元住民と協力し、特性に応じた事業手法を検討します。ま
た、武蔵浦和駅第８－２街区において市街地再開発事業によるまちづくりを進めます。
【浦和東部】
　浦和東部第一特定土地区画整理事業及び大門下野田特定土地区画整理事業を推進し、物件移転
補償や都市計画道路等の整備を行います。
【岩槻】
　岩槻駅西口土地区画整理事業及び江川土地区画整理事業を推進し、物件移転補償や都市計画道
路等の整備を行います。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

【浦和西部】
（武蔵浦和駅第７－１街区）

（武蔵浦和駅第８－２街区）

【浦和東部】
（浦和東部第一特定土地区画整理事業、大門下野田特定土地区画整理事業）

【岩槻】
（岩槻駅西口土地区画整理事業、江川土地区画整理事業）

まちづくり手法

の提案

都市計画案の

作成

まちづくり手法の

素案とりまとめ

まちづくり手法

の決定

合意形成活動

（地元との意見交換及び周知等）

都市計画決定
事業計画（組合

設立）認可

権利変換計画認可

に向けた合意形成

権利変換計画認

可

補償・工事

補償・工事
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＜重点取組内容＞

　地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）の延伸に伴う中間駅周辺の土地区画整理事業の計画を推進し
ます。
　また、「地下鉄７号線中間駅まちづくり方針」の実現に向けて、地域住民と協働でまちづくり
を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 地下鉄７号線中間駅周辺のまちづくり
事業課 未来都市推進部

事業コード 09-2-2-10 掲載頁 255

＜重点取組内容＞

　交通政策審議会答申第198号で位置付けられた浦和美園から蓮田までの区間のうち、浦和美園
から岩槻までの区間について、できるだけ早期の延伸に向けて、都市鉄道等利便増進法に基づく
鉄道事業者による国への速達性向上計画の申請手続の支援を行い、都市計画手続を進め、地下鉄
７号線の延伸実現に向けて取り組みます。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 地下鉄７号線の延伸
事業課 未来都市推進部

事業コード 09-1-3-04 掲載頁 234

＜重点取組内容＞

　「さいたま市新庁舎整備等基本計画」に基づき、基本設計、実施設計、建設工事の各工程を着
実に進め、令和13年度を目途に、市役所本庁舎をさいたま新都心に移転整備します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業課 浦和駅周辺まちづくり事務所、都市経営戦略部、都心整備課

事業コード 09-1-2-03 掲載頁 230

事業名 常に活気とにぎわいのある都市経営の拠点となる新庁舎の整備
事業課 都市経営戦略部

事業コード 09-1-2-04 掲載頁 230

＜重点取組内容＞

　浦和駅周辺まちづくりビジョンで示されるまちの将来像の実現に向け、駅前リ・デザインの整
備計画（案）の作成や現庁舎地利活用に向けた検討の推進など、上質な生活と持続的な都市活力
を生み出す都市空間の形成や都市機能の更新に取り組み、浦和ブランドの魅力向上を目指しま
す。

令和８年度 令和９年度

事業名 浦和駅周辺地区のまちづくりの推進

令和10年度 令和11年度 令和12年度

エリアプラットフォームによる駅前

リ・デザインの検討

現庁舎地への導入機能や事業主体に

応じた事業者選定に向けた検討

エリアプラットフォームによる駅前リ・デザインの整備計

画（案）の策定

現庁舎地の利活用計画策定

用地交渉等着手

土地区画整理

事業着手

基本設計 実施設計 建設工事

実施設計等事業

者選定

環境影響評価及び都市計画手続等 都市計画決定

都市計画決定環境影響評価及び都市計画手続等
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◆対流拠点機能の集積強化 

 

＜重点取組内容＞

　新大宮上尾道路の整備促進及び核都市広域幹線道路の埼玉新都心線から東北道付近までの概略
計画の検討の推進により、市内の拠点間の連携や市民の生活利便性向上を図るため、関係機関へ
の要望活動を通じて、事業を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 新大宮上尾道路の整備促進及び核都市広域幹線道路の延伸の推進

事業課 道路政策課

事業コード 09-1-3-07 掲載頁 236

関係機関への要望の実施

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度

事業名 東日本連携の推進による地域経済活性化

＜重点取組内容＞

　東日本を中心とした地域との広域連携を推進するため、東日本連携センター（まるまるひがし
にほん）を活用したシティプロモーションイベントや商談会等の実施により、地域経済の活性化
を図ります。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

＜重点取組内容＞

　（公社）さいたま観光国際協会と連携し本市が誇る「盆栽」、「人形」、「うなぎ」、「鉄
道」、「桜回廊」、「スイーツ」、「ヨーロッパ野菜」などの多彩な地域資源である「さいたま
市ブランド」を生かした観光ＰＲを実施することにより、国内外からの観光誘客を促進します。

事業名 地域資源を生かした観光の振興
事業課 観光国際課

事業コード 11-2-1-01 掲載頁 303

経済政策課、企業成長推進課、観光国際課、都市経営戦略部

事業コード 11-1-1-01 掲載頁 285

事業課

インバウンドプロモーションの実施

東日本連携・創生フォーラム等の開催

シティプロモーションイベントや商談会等の実施

地域資源等の魅力を生かした観光誘客施策の検討・実施
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◆強い産業力の創出 

 

事業名 ＭＩＣＥの更なる推進
事業課 観光国際課

事業コード 11-2-1-02 掲載頁 303

＜重点取組内容＞

　ＭＩＣＥの開催件数を増加させるため、（公社）さいたま観光国際協会やＭＩＣＥ施設関係者
との連携を図り、情報収集や誘致活動を積極的に行い、国際会議などのコンベンションを始めと
するＭＩＣＥ誘致を一層推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

産学官民一体となった受入体制の構築・推進

開催支援策の検討・実施

※

＜重点取組内容＞

　成長産業分野におけるイノベーションを創出するため、企業と大学等研究機関との産学連携、
競争的資金の獲得、高い技術力を有する人材の育成等を支援します。また、社会課題解決に貢献
する新技術・新製品開発のための研究開発及び実証実験の取組を支援します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 産学連携等によるイノベーション創出の支援
事業課 企業成長推進課

事業コード 11-1-2-03 掲載頁 290

＜重点取組内容＞

　地域産業の活力を高め、広く事業機会の拡大を図るために、オープンイノベーションのビジネ

スマッチング事業「BIZ SAITAMA」を開催します。また、連携都市及びドイツ産業クラスター
※
を

軸に、技術交流、展示会出展、産学連携による欧州市場に対する国際展開や、アジア市場におけ
る新たな販路拡大を支援します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

ドイツ産業クラスター…地理的に近接した企業・研究機関・行政が、特定の産業分野で密接に
連携し、イノベーションと競争力を高める地域的ネットワークのこと。

事業名 国内外事業展開の支援
事業課 企業成長推進課

事業コード 11-1-2-02 掲載頁 289

「BIZ SAITAMA」の開催によるオープンイノベーションの推進

ドイツを中心とした欧州市場やアジア市場への展開支援

企業と大学等研究機関との産学連携支援

イノベーション技術創出支援補助金等を活用した新技術・新製品開発の支援
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◆広域防災拠点機能の強化 

 

＜重点取組内容＞

　窓口相談や専門家派遣、セミナー等の創業支援を通じて、市内創業者の円滑な創業や成長の促
進を図ります。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 創業支援の充実による事業創出・成長の促進
事業課 企業成長推進課

事業コード 11-1-3-02 掲載頁 293

＜重点取組内容＞

　「さいたま市産業立地基本方針」に基づき、官民連携による戦略的な企業誘致活動及び環境整
備を図り、企業の立地を促進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 地域優位性を生かした企業立地の促進
事業課 産業展開推進課

事業コード 11-1-2-05 掲載頁 291

「さいたま市産業立地基本方針」に基づく活動

・戦略的企業誘致活動 ・環境整備（オフィス及び産業用地の創出など）

窓口相談、専門家派遣、セミナー等の実施

事業名 さいたまセントラルパークの整備推進
事業課 都市公園課、北部公園整備課、防災課

事業コード 09-1-4-06 掲載頁 242

＜重点取組内容＞

　見沼田圃の自然・歴史・文化を次代に継承し、広域防災拠点を補完する防災機能を兼ね備える
とともに、公募設置管理制度（Ｐａｒｋ－ＰＦＩ）を始めとした公民連携等による魅力的な都市
公園の整備を進めます。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

用地取得

基本設計

用地取得

実施設計

整備工事

一部供用開始
整備工事
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ＫＰＩ（関連する成果指標） 

▶ 都心・副都心に活気があり、魅力的であると感じる市民の割合 

 

▶ 都心・副都心の駅の１日当たりの乗降客数（定期利用者を除く） 

 

▶ さいたま市の交通の利便性に関する満足度 

 

▶ 東日本の都市を身近に感じる市民の割合 

 

▶ 入込観光客数 

 

▶ 企業立地件数 

 

 

▶ 国内の販路拡大に向けた商談件数 

 

▶ 海外の販路拡大に向けた商談件数 

 

※ インクルーシブエリア…性別、年齢、言語や能力などに関わらず、全ての子どもたちが一緒に
遊べる空間のこと。

事業名 「緑の力」を引き出す都市公園の整備推進
事業課 都市公園課、北部公園整備課、南部公園整備課

事業コード 09-2-1-03 掲載頁 246

秋葉の森総合公園

見沼通船堀公園

与野中央公園

＜重点取組内容＞

　緑の核となり、自然とのふれあいやスポーツ、地域活動の拠点となるとともに、オープンス
ペースの整備による防災機能の向上や緑被地を確保することによる気温上昇の抑制等、自然環境
が有する多様な機能を活用する、大規模な公園の整備を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

バーベキューエ

リア整備

バーベキューエリア供用

開始

次期整備エリアの検討
基本計画見直し 関係機関協議 基本設計

関係機関協議
関係機関協議

基本計画改定
基本設計

園路橋整備
調節池底面部分

供用開始

園路部分供用開

始

インクルーシブエ

リア※整備

インクルーシブ

エリア※供用開始

基礎調査

最終目標 45％（R12) 中間目標 43％（R7) 実績 39.2％（R2) 

最終目標 48 万 4千人（R12) 中間目標 45 万 2千人（R7) 実績 約 44 万 5 千人（R1) 

最終目標 67％（R12) 中間目標 64％（R7) 実績 57.8％（R2) 

最終目標 55％（R12) 中間目標 50％（R7) 実績 37.6％（R2) 

最終目標 3,000 万人（R12) 中間目標 2,718 万人（R7) 実績 2,560 万人（R1) 

最終目標 100 件（R12) 
(10 年間累計) 

中間目標 50 件（R7) 
(５年間累計) 

 

実績 10 件（R1) 

最終目標 670 件（R12) 中間目標 430 件（R7) 実績 384 件（R1) 

最終目標 420 件（R12) 中間目標 370 件（R7) 実績 321 件（R1) 
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重点戦略２ 

未来に引き継ぐための持続可能なまちづくりを進める戦略 
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目指す方向性 

少子化の進行、共働き家庭の更なる増加に対応するため、結婚や妊娠・出産を望む方へ

の支援や、妊産婦・子育て家庭の不安や悩みを軽減するための切れ目ない支援を行うとと

もに、様々な事情やニーズに応じた多様な保育の受け皿の確保と質の向上や、放課後児童

対策の充実を図り、安心して子どもを産み育てることができる環境を整備します。また、

子ども・若者が健全に成長する環境づくりに取り組むことで、子ども・若者や子育て世代

を始めとした子どもと共に生きる全ての人が社会で活躍できるまちを目指します。 

また、急速な高齢化に対応するため、誰もが「生涯現役」として質の高い学びを続ける

ことなどで、積極的に社会参加できる取組を進めるとともに、住まい・医療・介護・予

防・生活支援を一体的に提供できる体制を更に進め、生涯にわたって住み慣れた地域で意

欲や熱意をもって活躍できるまちを目指します。 

◆重点ポイント 

◆全ての子どもが健やかに育つための環境づくり 

 

＜重点取組内容＞

　妊婦が安心して出産できるよう、妊娠の早い時期から全ての妊婦を対象に情報提供や相談支援
を行い、併せて関係機関との連携強化を図るなど、切れ目ない支援の提供を目指します。
　また、産後うつの予防や育児不安の解消を図るため、産後ケア事業を推進するとともに、安定
して利用できる体制を整備します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 妊娠期からの母子保健サービスの推進
事業課 母子保健課

事業コード 07-1-1-02 掲載頁 194

専門職による母子健康手帳交付時の全数面接、こども家庭センターの運営、関係機関との連携強化

誰もが安心して利用できる産後ケア事業の体制整備、運営

 
課題１： 
「本格的な人口減少・超高齢時代の

到来」への対応 

 戦術１  子どもから高齢者まで、あらゆる世代が輝けるまちづくり 
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＜重点取組内容＞

　子育て家庭の様々なニーズに応えられるよう、認可保育所等の整備や「子育て支援型幼稚園」
支援枠の拡大による多様な保育の受け皿を確保します。また、保育人材の確保支援により、各保
育施設の安定的な施設運営を支援します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 保育需要の受け皿及び保育人材の確保
事業課 幼児政策課、のびのび安心子育て課、保育施設支援課

事業コード 07-1-2-01 掲載頁 197

＜重点取組内容＞

　放課後子ども居場所事業の導入や民設放課後児童クラブの整備促進等により、利用を希望する
全ての児童に対して、安全・安心な放課後の居場所を提供します。また、放課後児童支援員等の
確保支援により、各施設の安定的な施設運営を支援します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 放課後児童対策の推進
事業課 放課後児童課、学校施設管理課、生涯学習振興課

事業コード 07-1-2-03 掲載頁 199

＜重点取組内容＞

　誰一人取り残さない社会に向けて、子どもたちが各々のライフステージに応じた居場所を切れ
目なく持つことができるよう、子ども食堂や学習支援などの子どもの居場所づくりに取り組む団
体等への支援を行います。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 子どもの居場所づくりの推進
事業課 子ども・青少年政策課

事業コード 07-1-3-02 掲載頁 204

＜重点取組内容＞

 「貧困の連鎖」を断ち切ることを目的として、生活困窮世帯の子どもたちへの学習支援や居場
所支援を行うため、市内各所に学習支援教室を設置し、生活困窮世帯の子どもたちの学習環境の
整備を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 様々な課題を抱える子どもに対する学習機会と居場所の提供
事業課 生活福祉課

事業コード 06-2-2-03 掲載頁 183

放課後子ども居場所事業の導入及び民設放課後児童クラブの整備促進等による安全・安心な放課後の

居場所の確保

放課後児童支援員等の確保支援

子どもの居場所づくり団体等への支援

認可保育所等の施設整備、「子育て支援型幼稚園」支援枠の拡大による保育の受け皿確保

保育人材の確保支援

市内各所への学習支援教室の設置・開催
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◆心身ともに健康で安心して長生きできるまちづくり 

 

＜重点取組内容＞

　個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、児童の最善の
利益の保証と健全な育成を図るとともに、社会生活を営むうえで課題を抱える子ども・若者が１
人でも多く円滑な自立ができるよう支援します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 課題を抱える子ども・若者の自立支援
事業課 子ども・青少年政策課

事業コード 07-1-3-05 掲載頁 205

児童育成支援拠点事業による養育環境に課題を抱える児童等に対する包括的な支援

若者自立支援ルームにおける自立支援プログラムの検討、就労・復学等自立へ向けた支援

＜重点取組内容＞

　（一社）日本老年学的評価研究機構（ＪＡＧＥＳ）が実施する日本老年学的評価研究（ＪＡＧ
ＥＳプロジェクト）の調査結果等を活用して、介護予防事業の効果検証を強化するとともに、地
域ニーズに合った支援策を実施します。
　また、関係団体と協力し専門職等の派遣を行うことにより、健康機能に合わせた支援を行うと
ともに、高齢者が身近な場所で自発的に継続して介護予防活動を続けることができる地域づくり
を支援します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 データを活用した更なる介護予防の推進
事業課 いきいき長寿推進課

事業コード 06-1-1-01 掲載頁 169

＜重点取組内容＞

　高齢者の社会参加につながるよう、ボランティア、就労、生涯学習等の活動に関する相談・情
報提供窓口であるセカンドライフ支援センターを運営するとともに、シルバーポイント（長寿応
援ポイント）の付与、シニアユニバーシティの運営や老人クラブの活動を支援します。
　また、高齢者の生きがいづくり、外出促進のため、市内外にある公共施設等が無料又は割引料
金で利用できるアクティブチケットを交付します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 セカンドライフの充実
事業課 高齢福祉課

事業コード 06-1-1-02 掲載頁 169

データに基づく介護予防の分析・評価

評価に基づく地域ニーズに合った支援策の実施

身近な場所で自発的に継続して介護予防活動することができる地域づくりの支援

セカンドライフ支援センターの運営、周知

シルバーポイント（長寿応援ポイント）付与、シニアユニバーシティの運営、老人クラブの活動支援、

アクティブチケット交付
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＜重点取組内容＞

　生涯学習施設等と連携するとともに、専門性のある講師を招いた「さいたま市民大学」事業の
実施により、子どもから大人まで幅広い世代を対象に高度で専門的かつ多様な学習要求に応える
質の高い学びを提供します。
　また、公民館において、健康や暮らし、身近な問題などについて学びを深められる主催事業等
を実施します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 子どもと大人の多様な学びの推進
事業課 生涯学習総合センター

事業コード 04-1-3-01 掲載頁 141

＜重点取組内容＞

　地域包括ケアシステムの中核的な役割を担う地域包括支援センター（シニアサポートセン
ター）を運営し、総合相談業務や地域の関係者のネットワーク構築など、地域づくりの取組を行
うとともに、関係機関と連携を図りながら高齢者等の福祉、介護、医療の様々な問題の解決に向
けた支援を行います。
　また、外出が困難な高齢者が地域で安心して暮らし続けることができるよう、地域住民等が主
体となって行う買い物や通院等の送迎の取組に対して支援を行います。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 地域の支え合いによる高齢者の生活支援
事業課 高齢福祉課、いきいき長寿推進課

事業コード 06-1-1-04 掲載頁 170

＜重点取組内容＞

　認知症フレンドリーまちづくりセンターを中心に、多様な主体が参画する共生のまちづくりの
取組である「チームオレンジ」を推進します。
　認知症の人や家族と共に行う地域活動の担い手を養成するほか、認知症への理解を深め、支援
を行う企業・団体の登録制度を促進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 認知症と共生するまちづくりの推進
事業課 いきいき長寿推進課

事業コード 06-1-1-05 掲載頁 171

「さいたま市民大学」の実施

公民館における主催事業等の実施

地域包括支援センター（シニアサポートセンター）の運営による高齢者等への支援

高齢者等の移動支援事業への補助

「チームオレンジ」の取組の推進
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ＫＰＩ（関連する成果指標） 

▶ 妊娠・出産について満足している人の割合（妊娠期から産後早期に助産師・保健師等 

専門職からの指導やケアを十分に受けられた人の割合） 

 

▶ 安心して子どもが育てられる環境が整っていると感じる市民の割合 

 

▶ 子ども・青少年が健全に成長していると感じる市民の割合 

 

▶ 「図書館、公民館、博物館などの生涯学習施設を利用して、学習する機会を得ている」 

と感じる市民の割合 

 

▶ 75 歳～79 歳の介護認定率 

 

▶ 介護認定者の維持・軽度化した割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終目標 90％（R12) 中間目標 82％（R7) 実績 79.9％（R1) 

最終目標 83％（R12) 中間目標 79％（R7) 実績 74.9％（R2) 

最終目標 89％（R12) 中間目標 85％（R7) 実績 81.7％（R2) 

最終目標 54％（R12) 中間目標 51％（R7) 実績 48.4％（R2) 

最終目標 11％（R12) 中間目標 12％（R7) 実績 12.5％（R1) 

最終目標 82％（R12) 中間目標 79％（R7) 実績 76.6％（R1) 
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目指す方向性 

経済のグローバル化に伴う世界経済の変動による国内経済への影響、我が国の人口減少

による経済停滞や、企業の人手不足感の高まりなどが懸念される中、中小企業の経営革新や

経営基盤強化への支援、商業の活性化のためのにぎわいづくりなどの取組を推進します。 

また、ＡＩなどの技術革新の進展による労働市場の変化を捉え、女性、高齢者、障害者

等が、より一層活躍できる就労支援の充実や、誰もが働きやすい就労環境の整備を進め、

地域産業を中心に躍動するまちを目指します。 

 

※未来技術…ＡＩなど、Society
ソ サ エ テ ィ

5.0 の実現に向けた技術 

◆重点ポイント 

◆経営革新と経営基盤強化 

 

＜重点取組内容＞

　商店街の活性化及びにぎわいの創出を図るため、地域の特色を生かしたイベント等や商店会等
への補助を行うとともに、顧客や消費行動の調査を踏まえ、より効果的な支援策を検討します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 地域の特色を生かした商業活性化
事業課 商業振興課

事業コード 11-1-5-01 掲載頁 301

＜重点取組内容＞

　相談事業による経営課題の解決を図るとともに、ＤＸ推進支援を始めとした生産性・付加価値
向上に係る支援を通じて、市内中小企業者の持続可能な発展を後押しします。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 中小企業の生産性・付加価値向上を通じた成長促進支援
事業課 企業成長推進課

事業コード 11-1-3-01 掲載頁 293

イベント実施・商店会等への補助

調査を踏まえた支援策の検討

相談事業による経営課題解決支援

ＤＸ推進等による業務効率化・イノベーションの推進支援

 
課題２： 
「グローバル経済の変貌」への対応 

 戦術２  激動する新時代に「未来技術※」で躍動する地域産業づくり 
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◆地域経済を支える人材展開の強化 

 

事業名 効率的かつ安定的な農業経営の実現
事業課 農業政策課、見沼グリーンセンター

事業コード 11-3-1-02 掲載頁 305

＜重点取組内容＞

　ＡＩやスマート農業などを活用した農業技術または機器を導入する農業者を支援します。ま
た、ＡＩやスマート農業等の先進技術に関する、実演・研修会、試験栽培の実施を通じた農業者
への情報発信を行います。
　さらに、農地の出し手と受け手に係る情報収集及び情報提供を行い、担い手への農地の貸付を
推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

機械、設備等の導入支援

担い手への農地の貸付推進

スマート農業等の実演・研修会の開催、試験栽培の実施、情報提供

事業名 障害者就労の推進
事業課 障害者総合支援センター、障害福祉課

事業コード 06-2-1-07 掲載頁 178

＜重点取組内容＞

　障害者が地域で安心して自立した生活を送ることができるようにハローワークや埼玉県障害者
雇用総合サポートセンター等関係機関と協力し、雇用を推進するためにセミナーの開催等の企業
支援をしてまいります。また、丁寧な面談を重ね、職場見学や職場実習等就職に向けた支援を行
うとともに、就職後は長く働き続けるためにジョブコーチによる定着支援を実施します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 地域を支える産業人材の育成
事業課 労働政策課

事業コード 11-1-4-01 掲載頁 297

＜重点取組内容＞

　市内小中学生を対象に、起業家精神の醸成を図るなど、将来の地域を支える産業人材の育成を
目的として、早期起業家教育事業（さいたまあんとれすくーる）を実施します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

障害のある方に対する特性に応じた職場への就職と定着の支援

早期起業家教育事業の実施
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ＫＰＩ（関連する成果指標） 

▶ 法人市民税（法人税割）の納税義務者数 

 

▶ 商店街に魅力を感じる人の割合 

 

▶ 市民の就業率 

 

 

  

事業名 誰もが活躍できる就労支援の充実
事業課 労働政策課

事業コード 11-1-4-02 掲載頁 297

＜重点取組内容＞

　本市就労支援施設であるワークステーションさいたまにおいて、国が行う職業相談・紹介と連
携し、働く意欲を持つあらゆる求職者等を対象に、就職に至るまでのワンストップ就労支援を実
施します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

ワンストップ就労支援の実施

最終目標 17,822 社（R12) 中間目標 14,946 社（R7) 実績 14,581 社（R1) 

最終目標 39％（R12) 中間目標 34％（R7) 実績 28.7％（R2） 

最終目標 66％（R12) 中間目標 63％（R7) 実績 60.1％（R2) 
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目指す方向性 

大規模自然災害による甚大な被害への懸念に対して、気候変動に伴う災害の激甚化・頻発

化を念頭に、行政、関係機関及び地域が連携し、市民全体の防災意識の醸成を図るととも

に、自主防災組織の育成強化、緊急輸送道路や上下水道等の都市インフラ、建築物の耐震性

確保等により、市民の生命、身体及び財産を迅速・的確に守るための取組を進めます。 

また、市民が日頃から安心して暮らせるよう、割合が増加傾向にある高齢者の交通事故対

策や、学校を中心とした地域の交通安全対策を推進するとともに、身近なところで起きる街

頭犯罪に対して地域における防犯活動を支援し、取組の成果を「見える化」して地域と共有

しながら、安全で安心に暮らせるまちを目指します。 

◆重点ポイント 

◆災害に強い防災まちづくり 

 

＜重点取組内容＞

　都市活動を支える道路交通ネットワークを形成するため、都市計画道路等の幹線道路整備を効
率的かつ効果的に推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 幹線道路整備の推進
事業課 道路計画課

事業コード 09-1-3-06 掲載頁 235

＜重点取組内容＞

　準用河川、排水路及び流域対策施設等の整備を進めることで、治水安全度の向上を図ります。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 治水対策施設の整備推進
事業課 河川課

事業コード 10-1-1-04 掲載頁 268

※記載は供用開始路線

準用河川、排水路及び流域対策施設等の整備

道路整備工事

用地取得

（都）産業道路

（原山工区）

道路整備工事

用地取得

道路整備工事

用地取得

（都）大宮岩槻線

（芝川工区）

道路整備工事

用地取得

 課題３： 
「安全・安心に対する意識の変化」

への対応 

 戦術３  災害に強く、市民と共につくる安全・安心なまちづくり 
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令和12年度

事業名 下水道浸水対策の推進
事業課 下水道計画課

事業コード 10-1-1-06 掲載頁 269

＜重点取組内容＞

　的確な避難情報の伝達ができるよう、平時からデジタル技術の活用を含めた防災情報収集・伝
達体制を整備し、情報取得に配慮が必要な方にも必要な情報が届くよう各種サービスの周知・啓
発を行います。
　防災アプリや防災ガイドブックなどを活用し、防災に関する情報や知識を周知・啓発します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 地域と共に取り組む防災対策の推進
事業課 防災課

事業コード 10-1-2-01 掲載頁 271

＜重点取組内容＞

　市街地における浸水被害を軽減するため、優先的に対策を実施する整備促進エリアにおいて、
雨水管や雨水貯留施設等を整備します。また、気候変動により将来の降雨量が増加することを考
慮し、下水道による浸水対策を実施すべき整備強化エリアの対策を推進します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

＜重点取組内容＞

　自主防災組織に対し、防災アドバイザーによる地区防災計画の策定支援を行い、計画策定の取
組向上を図ります。あわせて、自主防災組織の育成強化のために補助金を交付します。
　また、防災士資格の取得に係る経費を補助するとともに、防災アドバイザーを養成します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 自主防災組織の育成支援等による地域防災力の向上
事業課 防災課、都市総務課

事業コード 10-1-2-04 掲載頁 273

整備促進エリアの整備

整備強化エリア

の整備

防災アプリや防災ガイドブックなどによる周知・啓発

防災士資格取得補助・防災アドバイザーの養成

防災情報収集・伝達体制の整備及び入手方法の周知

地区防災計画策定支援

自主防災組織への補助
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◆安心して暮らすことができる魅力ある都市の実現 

 

＜重点取組内容＞

　「さいたま市消防力整備計画」に基づき、消防署所の更新整備、受援機能を有する大規模訓練
施設の整備、消防車両及び人員の整備を計画的に行います。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 消防力等の体制強化
事業課 消防企画課、消防施設課、警防課

事業コード 10-1-3-01 掲載頁 277

１消防署及び１出張所整備継続、１施設整備継続

１出張所整備完

了

車両１台整備 車両１台整備 車両３台整備

＜重点取組内容＞

　市民からの要望等を基に、事故が発生するおそれのある場所等に、公衆街路灯や道路反射鏡等
の交通安全施設を設置します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 交通安全施設設置の推進
事業課 市民生活安全課

事業コード 05-1-1-01 掲載頁 157

＜重点取組内容＞

　幼児、小学生、高齢者等を対象に、さいたま市交通教育指導員による交通マナーや交通ルール
を学ぶ交通安全教室を開催します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 交通安全教室の実施
事業課 市民生活安全課

事業コード 05-1-1-02 掲載頁 158

交通安全施設の設置

交通安全教室の開催
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ＫＰＩ（関連する成果指標） 

▶ 建物の耐震化、道路の整備、河川の改修など、災害に強いまちづくりが進んでいると 

感じる市民の割合 

 

▶ 日頃から災害に備えて対策を取っている市民の割合 

 

▶ 消防・救急体制が整備されていると感じる市民の割合 

 

▶ 交通事故件数 

 

▶ 刑法犯認知件数 

 

 

 

 

  

＜重点取組内容＞

　犯罪のない安心して暮らせる安全なまちづくりを実現するため、令和９年度までに市内全駅の
駅前広場周辺に街頭防犯カメラを設置するとともに、市民に身近な街頭犯罪の減少に向けた周知
啓発活動を継続して実施します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 防犯対策の推進
事業課 市民生活安全課

事業コード 05-1-2-01 掲載頁 161

街頭犯罪減少に向けた周知・啓発活動

街頭防犯カメラの設置

最終目標 53％（R12) 中間目標 50％（R7) 実績 47.2％（R2) 

最終目標 1,675 件（R12) 中間目標 2,283 件（R7) 実績 3,309 件（R1) 

最終目標 6,750 件（R12) 中間目標 8,340 件（R7) 実績 10,084 件（R1) 

最終目標 80％（R12) 中間目標 73％（R7) 実績 69.7％（R2) 

最終目標 83％（R12) 中間目標 80％（R7) 実績 76.0％（R2) 
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目指す方向性 

脱炭素社会の実現に向けて、鉄道やバスの利用促進に加え、シェアサイクルの普及や自転

車ネットワーク路線の整備、安全な歩行空間の創出により、公共交通機関や自転車・徒歩へ

の利用転換を促進するとともに、出発地から目的地までのシームレス※な移動など、利用者

が一元的にサービスを享受できる環境づくりを進めることで、クリーンで快適な暮らしを

実践できるようにします。 

また、節電や省エネ、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）に関する啓発や、近

年新たな課題となっているプラスチック使用製品廃棄物の適正分別、食品ロスの削減に向

けた施策を推進するとともに、民間事業者との連携も含め、安定的なごみ処理体制を確保

することで、環境に配慮した循環型都市の実現を目指します。 

 

※シームレス…異なる事業者や路線で相互直通運転等を実施することにより、乗り換え負

荷、待ち時間等の軽減を図っていくこと。 

 

◆重点ポイント 

◆環境に配慮したライフスタイルへの転換 

 

事業名 ３Ｒ＋Renewable（リニューアブル）活動の普及促進
事業課 資源循環政策課、廃棄物対策課

事業コード 02-2-1-01 掲載頁 95

＜重点取組内容＞

　市民、事業者、行政が連携・協力し、リデュース・リユース・リサイクルの３Ｒに加え再生可
能な資源を積極的に活用するリニューアブルを推進することで、ごみを減量し、環境負荷の少な
いめぐるまち（循環型都市）の実現を目指します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

プラスチックごみ削減の推進、食品ロス削減プロジェクトの推進

次期さいたま市一般廃棄物処理基本計画の推進
次期さいたま市一般廃棄物処理基本計

画の策定

 
課題４： 
「地球規模での環境問題の深刻化」

への対応 

 戦術４  環境に配慮したサステナブルで快適な暮らしの実現 
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※

※ コミュニティバス等…路線バスが不十分な交通空白地区等に対して導入する、路線バスの補完
交通を指す。駅、病院、商店街、金融機関、区役所など市民生活に密着した施設にアクセスす
る。小型バスで運行するコミュニティバスと、ワゴン車で運行する乗合タクシーに区別され
る。

事業名 スマートシティに向けたモビリティサービスの充実
事業課 交通政策課

事業コード 09-1-3-01 掲載頁 233

シェア型マルチモビリティポートの拡充

公共交通との結節点の設置

事業名 身近な公共交通の充実
事業課 交通政策課

事業コード 09-2-3-02 掲載頁

＜重点取組内容＞

　新たなモビリティサービスにより誰もが移動しやすく、「人にも環境にもやさしい」ウォーカ
ブルな都市空間・環境をコンセプトに、デジタル技術をまちづくりに活用して都市の抱える課題
を解決し、地域で生活し、又は働く市民等の利便性や快適性の向上と脱炭素化を目指します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

＜重点取組内容＞

　コミュニティバス等
※
の新規導入や運行改善、利便性向上に向けた方策について、地域の実情

やニーズを踏まえ、地域組織への技術的支援や事業者との調整を行うとともに、（仮称）再構築
ガイドラインを策定し、地域特性などを踏まえた交通モードの導入について検討を行います。

257

マルチモビリティ…誰もが快適で便利に移動できるよう、複数（マルチ）の交通手段（モビリ
ティ）を組み合わせること。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

展開戦略

の検討

新たなモビリティの実証実験・結果検証

社会実装
（シェア型マルチ

モビリティ※をあ

るべき姿で、持続

的にサービス提

供）

「事業採算性の確保」と「公共交通の補完機能」の両立を目指しながら

市内全域に展開

運用開始手続

展開戦略の検討 設置に向けた準備・整備・運用開始

商業事業者・コミュニティ等との付加価値創出の検討

（仮称）再構築ガ

イドラインの策定

地域組織等との会議（技術的支援）・事業者との調整

（仮称）再構築ガイドラインの運用
（仮称）再構築ガイドラインの

運用・見直し検討

地域特性を踏まえた交通モードの導入検討
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ＫＰＩ（関連する成果指標） 

▶ 市民１人１日当たりのごみの総排出量 

 

▶ 身近な公共交通や、安全な生活道路が整備されていると感じる市民の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終目標 827g（R9) 中間目標 838g（R7) 実績 881g（R1) 

最終目標 79％（R12) 中間目標 76％（R7) 実績 73.6％（R2) 
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目指す方向性 

市内に居住する外国人と日本人がお互いの文化や習慣等を学び合う機会を充実すること

や、障害のあるなしにかかわらず、誰もが権利の主体として共に暮らせる地域づくりを進

めるなど、お互いが持つ文化や価値観を尊重し、誰もが自分らしく暮らせるまちを目指しま

す。 

また、ライフスタイルの変化や住民の頻繁な流出入、単独世帯の増加や夫婦のみの世帯の

増加による家族や地域の支え合い意識の希薄化や地域の担い手不足など、まちづくりの基盤

となる「地域力」の低下に対して、子どもから高齢者まで多世代の交流を促進するととも

に、学校や歴史文化資源等を活用した地域コミュニティの活性化を図り、地域のきずなな

どのソーシャルキャピタル※を高めることにより、人と人が触れ合い、支え合う地域社会の

形成を目指します。 

 

※ソーシャルキャピタル…社会関係資本と訳され、人々の協調行動を活発にすることによっ

て、社会の効率性を高めることのできる、「信頼」「規範」「ネットワーク」といった社会

組織の特徴を指す概念。 

 

◆重点ポイント 

◆誰もが生き生きと活躍できる地域共生社会の実現 

 

事業名 人権を尊重する意識の醸成
事業課 人権政策・男女共同参画課

事業コード 01-2-1-01 掲載頁 79

＜重点取組内容＞

　あらゆる人々の人権尊重意識の普及・高揚を図り、誰もが共存し、参加できる、差別のない明
るい社会を構築するため、人権啓発講演会及び市内企業等人権問題研修会を開催します。また、
関係団体との協働による人権啓発活動を実施します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

人権啓発講演会及び市内企業等人権問題研修会の開催

協働による人権啓発活動の実施

 
課題５： 
「社会の多様性と市民協働・公民連

携意識の高まり」への対応 

 戦術５  絆で支え合い、誰もが自分らしく暮らせるまちづくり 
きずな 
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◆多彩なコミュニティづくり 

 

事業名 国際交流の機会増加及び多文化共生意識の醸成
事業課 観光国際課

事業コード 01-3-1-01 掲載頁 85

＜重点取組内容＞

　（公社）さいたま観光国際協会や地域のボランティア等と連携しながら、多言語生活相談や日
本語教室、国際交流イベント等の実施を通じて、日本人市民と外国人市民の交流機会を増やすと
ともに外国人市民への支援を実施します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

＜重点取組内容＞

事業名 ノーマライゼーションの更なる普及・啓発
事業課 障害政策課、地域福祉推進室、障害福祉課

事業コード 06-2-1-01 掲載頁 175

　障害者に対する市民の理解を深めるため、各種啓発イベント等を開催し、幅広い市民の方が
ノーマライゼーションの理念に触れる機会を創出します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

多言語生活相談・日本語教室の開催、ボランティア人材育成、国際交流イベントの実施

ノーマライゼーション理念普及啓発のためのイベント開催

＜重点取組内容＞

事業名 自治会活動に対する支援
事業課 コミュニティ推進課

事業コード 01-1-1-01 掲載頁 75

　自治会活動の活性化を図るため、自治会運営補助金等により活動を支援します。また、デジタ
ル技術を活用した自治会活動の支援や、さいたま市自治会連合会ホームページの運営支援を行い
ます。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 コミュニティ・スクールとスクールサポートネットワークの一体的推進

事業課 生涯学習振興課、教育政策室、学校施設管理課

事業コード 04-1-4-01 掲載頁 145

＜重点取組内容＞

　学校・家庭・地域が目標やビジョンを共有しながら、連携・協働するコミュニティ・スクール
を推進します。また、子どもの意見を尊重し、学校や地域の活動に反映することで、子どもが自
ら考え、選び、行動する力を育む環境づくりを進めます。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

自治会運営補助金等による活動支援

デジタル技術を活用した自治会活動の支援

学校を核とした連携や協働の推進
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ＫＰＩ（関連する成果指標） 

▶ 人権が尊重されていると感じている市民の割合  

 

▶ 外国人にとって暮らしやすいまちであると感じる市民（外国人市民を含む）の割合 

 

▶ 「地域の中で障害のある人もない人も互いに理解し支えあっていると感じる」と答えた市民の割合 

 

▶ 地域の活動や地域での交流が活発に行われていると感じている市民の割合 

 

※ レガシー…世代から世代へ受け継ぐものごとで、遺産ともいう。

＜重点取組内容＞

　これまでの国際芸術祭で生まれた市民の文化芸術活動をレガシー※として継続し、充実させて
いくとともに、本市の魅力ある文化資源を活用し、さいたま文化を発信するほか、文化芸術を活
用した多様な交流を促進するため、市民参加型の特色ある国際芸術祭を開催します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業名 市民参加型の特色ある国際芸術祭の開催
事業課 文化政策課、文化振興課

事業コード 08-1-1-03 掲載頁 213

芸術祭レガシー※の継続

芸術祭準備 芸術祭開催 芸術祭準備 芸術祭開催

最終目標 82％（R12) 中間目標 79％（R7) 実績 76.8％（R2) 

最終目標 90％（R12) 中間目標 87％（R7) 実績 84％（R1) 

最終目標 72％（R12) 中間目標 64％（R7) 実績 57.9％（R2) 

最終目標 60％（R12) 中間目標 57％（R7) 実績 54.3％（R2) 
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第４編 

実施計画事業  
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第４編では、基本計画で定められた政策及び施策を実現するための個別の事務事業のう

ち、主なものとして、実施計画事業を掲載しています。 

実施計画事業の構成は、次のとおりです。 

 

① 政策と施策の体系 

各章（分野）の冒頭に、基本計画で定められた政策と施策及びこれを達成するための具

体的手段となる実施計画事業を体系図として示しています。 

② 施策情報 

  施策ごとに設定された成果指標の目標及び施策に設定される実施計画事業の一覧を掲

載しています。一覧には、各事業の事業目的等を掲載しています。 

③ 事業情報 

  個別の事務事業ごとの事業目的、事業内容のほか、事業進捗を把握するための「目標指

標」等を掲載しています。 

また、「Ⅱ 質の高い都市経営の実現」では、行財政改革の取組として、「Ⅰ 各分野

の施策と事業」に掲げた実施計画事業を支える財源を創出するという観点から、算定が可

能なものについては、事業情報に「５年間の財政効果」を掲載し、今後の財源創出額の目

標としています。 

１ 施策コード、事業コードについて 

実施計画事業では、各施策とこれに紐づく個別の事業ごとにコードを設定しています。 

  例）第１章第１節施策(１)の１番目に掲載する事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 他施策への貢献について 

  実施計画事業は、施策ごとに事務事業を設定していますが、別の施策へも貢献が見込

まれる事業については、他施策への貢献として、貢献先の事業を事業情報に記載してい

ます。 

章（分野） 

 ０１  －  １  －  １  － ０１ 

節（政策） 施策 事業通番 

施策コード 

事業コード 
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■ 各章における掲載情報の構成イメージ 

１

項番

１

２

３

４

55.8％
（令和６年度）

60％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

地域の活動や地域での交流が活発に行われていると感じてい
る市民の割合

施策 01-1-1

地域住民等の交流や自主的活動の促進

施策マネジメント局 施策マネジメント課

市民局 市民協働推進課

実施計画事業

01-1-1-03
市民活動団体等の交流促進

　市民活動団体など多様な主体の交流を促進し、新たな結びつきや連携を生
み出します。

事業コード
事業名 事業目的

重点戦略

01-1-1-01
自治会活動に対する支援

　自治会加入者の負担軽減を図るとともに、自治会加入世帯数を増加させ、地
域の活動や交流が活発化するよう活動支援を行います。

戦略２戦術５

　市民活動団体の運営を安定化し、活動を活性化します。また、地域活動を
始めるきっかけを提供し、活動への参加を促進します。

　地域住民等の活動の場や活動環境の充実を目指します。

01-1-1-02 市民活動団体への運営支援及び
地域人材の育成

01-1-1-04
コミュニティ施設の利便性向上

①

政
策
と
施
策
の
体
系

②

施

策

情

報

③

事

業

情

報

施策に設定された個別の事業ごとに「③事業情報」を掲載

⑴

⑵

⑶

2,000世帯
増

令和７年度までに
10,000世帯増

令和
５年度

令和
６年度

令和
７年度

計画期間
最終ゴール

自治会加入世帯増加
数

856世帯増
(令和元年度)

2,000世帯
増

2,000世帯
増

2,000世帯
増

2,000世帯
増

事業目的
自治会に対する多面的な支援や転入者等に対する加入啓発活動を通じて、自治会加入世帯数が
増加し、地域の活動や交流が活発化になること。

事業内容
地域コミュニティを活性化するために、「さいたま市自治会等の振興を通じた地域社会の活性化の
推進に関する条例」に基づき、自治会加入啓発活動、自治会活動の情報発信、各種補助金の交
付などの自治会活動に対する支援を行うことにより、自治会への加入促進を図ります。

事業の目標指標

実績値 目標値

令和
２年度

令和
３年度

令和
４年度

事業課 コミュニティ推進課

事業 1-1-1-01 自治会加入促進事業

重点戦略 戦略２戦術５ 再掲先 9-9-9

⑴

⑵

⑶

2,000世帯
増

令和７年度までに
10,000世帯増

令和
５年度

令和
６年度

令和
７年度

計画期間
最終ゴール

自治会加入世帯増加
数

856世帯増
(令和元年度)

2,000世帯
増

2,000世帯
増

2,000世帯
増

2,000世帯
増

事業目的
自治会に対する多面的な支援や転入者等に対する加入啓発活動を通じて、自治会加入世帯数が
増加し、地域の活動や交流が活発化になること。

事業内容
地域コミュニティを活性化するために、「さいたま市自治会等の振興を通じた地域社会の活性化の
推進に関する条例」に基づき、自治会加入啓発活動、自治会活動の情報発信、各種補助金の交
付などの自治会活動に対する支援を行うことにより、自治会への加入促進を図ります。

事業の目標指標

実績値 目標値

令和
２年度

令和
３年度

令和
４年度

事業課 コミュニティ推進課

事業 1-1-1-01 自治会加入促進事業

重点戦略 戦略２戦術５ 再掲先 9-9-9

⑴

⑵

⑶

2,000世帯
増

令和７年度までに
10,000世帯増

令和
５年度

令和
６年度

令和
７年度

計画期間
最終ゴール

自治会加入世帯増加
数

856世帯増
(令和元年度)

2,000世帯
増

2,000世帯
増

2,000世帯
増

2,000世帯
増

事業目的
自治会に対する多面的な支援や転入者等に対する加入啓発活動を通じて、自治会加入世帯数が
増加し、地域の活動や交流が活発化になること。

事業内容
地域コミュニティを活性化するために、「さいたま市自治会等の振興を通じた地域社会の活性化の
推進に関する条例」に基づき、自治会加入啓発活動、自治会活動の情報発信、各種補助金の交
付などの自治会活動に対する支援を行うことにより、自治会への加入促進を図ります。

事業の目標指標

実績値 目標値

令和
２年度

令和
３年度

令和
４年度

事業課 コミュニティ推進課

事業 1-1-1-01 自治会加入促進事業

重点戦略 戦略２戦術５ 再掲先 9-9-9

施策をマネジメントする担当局・課を示していま

す。

各施策を推進する事業を示しています。

各事業の達成度を測る目標指標を示しています。

各年度の目標値、実施計画５年間の最終目標を設

定しています。

各施策の達成度を測る成果指標を表示しています。

基本計画の最終年度（令和12年度）の目標を示し

ています。

事業の具体的な取組内容を示しています。

⑴

⑵

⑶

2,000世帯
増

令和７年度までに
10,000世帯増

令和
５年度

令和
６年度

令和
７年度

計画期間
最終ゴール

自治会加入世帯増加
数

856世帯増
(令和元年度)

2,000世帯
増

2,000世帯
増

2,000世帯
増

2,000世帯
増

事業目的
自治会に対する多面的な支援や転入者等に対する加入啓発活動を通じて、自治会加入世帯数が
増加し、地域の活動や交流が活発化になること。

事業内容
地域コミュニティを活性化するために、「さいたま市自治会等の振興を通じた地域社会の活性化の
推進に関する条例」に基づき、自治会加入啓発活動、自治会活動の情報発信、各種補助金の交
付などの自治会活動に対する支援を行うことにより、自治会への加入促進を図ります。

事業の目標指標

実績値 目標値

令和
２年度

令和
３年度

令和
４年度

事業課 コミュニティ推進課

事業 1-1-1-01 自治会加入促進事業

重点戦略 戦略２戦術５ 再掲先 9-9-9

施策単位に「②施策情報」を掲載

第１章　コミュニティ・人権・多文化共生

01-1-1-01

01-1-1-03

01-1-1-02

第１節
ふれあいのある地域社
会の形成と活性化

＜目指す方向性＞

　地域住民等の交流や自主的な活動を促進し、ふれあいのある地域社会の形成と、地域住民が主
体的に地域課題の解決に取り組むまちを目指します。

⑴

　子どもから高齢者まで多世代の交流、以前からの住民と新たに転入し
てきた住民との交流、地域の事業者や大学等との交流など、様々な交流
の促進を図ります。

地域住民等の交流や自主的活動の促進

施策展開１

自治会活動に対する支援

　自治会の活動を始め、防災や防犯、環境保全、祭り、文化、スポーツ
など、地域住民やボランティア団体、ＮＰＯなどの自主的な活動に対す
る支援の充実に取り組みます。

　一般的に地域社会への関心が薄いとされる若者世代や、地域社会に生
活の重心を移した高齢者世代を中心に、広く地域住民等の自主的活動へ
の関心や参加の向上を図ります。

　地域における様々な活動を通じて、地域住民やボランティア団体、Ｎ
ＰＯなどの市民活動団体が、お互いのつながりを高め合い、支え合える
地域づくりに取り組みます。

　地域住民等の活動の場であるコミュニティ施設等の有効活用、及び各
施設間の連携を図るとともに、施設の管理・運営において市民との協働
を推進し、活動の場や活動環境の充実に取り組みます。

施策展開２

施策展開３

施策展開４

施策展開５

市民活動団体等の交流促進

コミュニティ施設の利便性向上

市民活動団体への運営支援及び地域人
材の育成

01-1-1-04

令和12年度に
57.0％

⑵

「自治会支援
アプリ」導入
数

自治会
26

(令和６年
度)

20 20 20 20 20
令和12年度ま
での５年間で
100自治会

⑴ 自治会加入率 ％
55.8

(令和６年
度)

56.2 56.4 56.6 56.8 57.0

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業目的

事業内容

　自治会加入者の負担軽減を図るとともに、自治会加入世帯数を増加させ、地域の活動や交流が活発化するよ
う活動支援を行います。

　「さいたま市自治会等の振興を通じた地域社会の活性化の推進に関する条例」に基づき、自治会活動に対す
る支援を行います。
・デジタル技術を活用した活動方法として、「自治会支援アプリ」の導入を支援するとともに、自治会向けデ
ジタル技術活用に関する講座を開催します。
・自治会加入促進リーフレットなど、啓発品を作成・配布します。
・自治会運営補助金、自治会集会所整備事業補助金、コミュニティ助成事業補助金を交付します。
・さいたま市自治会連合会ホームページの運営支援を行います。

事業課
コミュニティ推進課

01-1-1-01

戦略２戦術５ 他 施策 への貢献

事 業

重点戦略

自治会活動に対する支援
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Ⅰ　各分野の施策と事業

第１章　コミュニティ･人権･多文化共生

01-1-1-01 自治会活動に対する支援 戦略２戦術５ 11,17 75

01-1-1-02 市民活動団体への運営支援及び地域人材の育成 11,17 75

01-1-1-03 市民活動団体等の交流促進 11,17 76

01-1-1-04 コミュニティ施設の利便性向上 11,17 76

01-2-1-01 人権を尊重する意識の醸成 戦略２戦術５ 5,10 79

01-2-1-02 ＤＶ防止及び被害者の自立支援 5,10 79

01-2-1-03 包括的性教育の推進 3,4,5,10 80

01-2-2-01 男女共同参画の推進 5,10 83

01-2-2-02 審議会等委員への女性の登用促進 5,10 83

01-3-1-01 国際交流の機会増加及び多文化共生意識の醸成 戦略２戦術５ 4,10,16,17 85

01-3-1-02 水道分野の国際協力の推進 6,9,10,17 85

01-3-2-01 市民の平和意識の高揚 16 87

第２章　環境

02-1-1-01 市民・事業者との連携による省エネ化・創エネ化の促進 戦略１戦術１ 7,11,13,17 91

02-1-1-02 市役所における省エネルギー化の推進 7,11,13,17 91

02-1-1-03 ゼロカーボンシティ実現に向けた地域循環共生圏の構築 戦略１戦術１ 7,11,13,17 92

02-1-1-04 E-KIZUNA Projectの推進 戦略１戦術１ 7,11,13,17 92

02-1-1-05 焼却熱エネルギー発電の推進 7,11,13,17 93

02-2-1-01 ３Ｒ＋Renewable（リニューアブル）活動の普及促進 戦略２戦術４ 11,12,14 95

02-2-1-02 事業ごみの適正処理の推進 12 95

02-2-2-01 焼却残渣
さ

リサイクルの推進 11,12 97

02-2-2-02 桜環境センターの長寿命化 11,12 97

02-2-2-03 不法投棄防止対策の推進 12 98

02-3-1-01 ネイチャーポジティブの実現に向けた生物多様性の保全の推進 戦略１戦術１ 13,14,15,16,17 101

02-3-1-02 指定緑地等の維持・保全 15 102

02-3-1-03 染谷・加田屋地区の公園等の整備推進 11,15 102

02-3-2-01 見沼田圃の保全と新たな活用・創造の推進 戦略１戦術１ 11,12,13,15 105

02-4-1-01 環境教育・学習・情報発信の推進 4,12,13,17 107

02-4-1-02 公民連携による環境に配慮した行動の推進 4,12,13,17 107

02-4-1-03 市民が取り組む環境活動の推進 4,12,13,17 108

02-4-1-04 気候変動に伴う様々な影響に対しての適応策の推進 4,13,17 108

事業コード

事業一覧

関連する
ＳＤＧｓ

重点戦略事業名 掲載頁
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事業コード
関連する
ＳＤＧｓ

重点戦略事業名 掲載頁

02-4-1-05 環境に配慮した農業の推進 4,13,17 109

第３章　健康・スポーツ

03-1-1-01 市民の主体的な健康づくりの推進 戦略１戦術２ 3,17 113

03-1-1-02 健康マイレージによる健康意識の向上 戦略１戦術２ 3,17 114

03-1-1-03 メンタルヘルスの推進 3,17 115

03-1-1-04 ひきこもり支援の推進 3,17 115

03-1-1-05 身近なスポーツ環境の充実 3,11,17 116

03-2-1-01 あらゆるスポーツを楽しむ機会の提供 戦略１戦術３ 3,11,17 119

03-2-1-02 ランニングイベントの開催 戦略１戦術３ 3,11,17 120

03-2-1-03 サッカーのまちづくりの推進 戦略１戦術３ 11,17 120

03-2-1-04 さいたまスポーツコミッションの活動支援 11,17 121

03-2-1-05 国際自転車競技大会の開催支援 戦略１戦術３ 11,17 121

03-2-1-06 「さいたまスポーツシューレ」の推進 戦略１戦術３ 3,9,11,17 122

03-2-1-07 スポーツ施設の整備・改修 11,17 123

第４章　教育

04-1-1-01
カリキュラム・マネジメントの充実による質の高い深い学びの実
現

戦略１戦術４ 4 127

04-1-1-02 デジタル学習基盤を活用した学びの改革 戦略１戦術４ 4 128

04-1-1-03 市立高等・中等教育学校の更なる特色化・魅力化の推進 4 129

04-1-1-04 舘岩少年自然の家を活動拠点とした自然体験活動 4,12,15,17 130

04-1-2-01 グローバル・スタディ及び国際教育の推進 戦略１戦術４ 4 134

04-1-2-02 誰一人取り残されない多様な支援の充実 3,4,10,16 135

04-1-2-03 特別支援教育の推進 4,5,10,16,17 136

04-1-2-04 子どもを支える生徒指導の推進 4,5,10,16 136

04-1-2-05 人権教育の推進 4,5,10,16,17 137

04-1-2-06 義務教育９年間を見通したキャリア教育の推進 4,8,11,17 137

04-1-2-07 主体的に社会の形成に参画する児童生徒の育成 4,5,10,11,16,17 138

04-1-2-08 子どもによる科学的な視点を生かした体力向上の推進 戦略１戦術４ 3,4,11 138

04-1-2-09 学校・家庭・地域が連携した魅力ある食育の充実 戦略１戦術２ 3,4,17 139

04-1-3-01 子どもと大人の多様な学びの推進 戦略２戦術１ 3,4,5,8,9,11,17 141

04-1-3-02 生涯にわたる学びを支援する図書館事業の推進 4,11,17 141

04-1-3-03
博物館・美術館・科学館の専門性を生かした学校との連携と特色
ある生涯学習機会の充実

4,11,17 142

04-1-3-04 生涯学習人材バンクの推進 4,11,17 142

04-1-4-01
コミュニティ・スクールとスクールサポートネットワークの一体
的推進

戦略２戦術５ 4,11,17 145

04-1-4-02 チャレンジスクールの充実 4,11,17 145
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事業コード
関連する
ＳＤＧｓ

重点戦略事業名 掲載頁

04-1-4-03 子どもを見守る学校安全ネットワークの推進 3,4,11,17 146

04-1-5-01 教職員の資質能力の向上 4 149

04-1-5-02
将来にわたり生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむこ
とができる環境の整備

3,4 149

04-1-5-03
小学校・中学校への空調設備の新規整備・更新及び学校トイレの
洋式化等の推進

4,6,13 150

04-1-5-04 より良い教育の実現を目指す教育環境整備の推進 4,11,17 151

04-1-5-05 学校安全体制の充実 3,4,11,17 152

第５章　生活安全

05-1-1-01 交通安全施設設置の推進 戦略２戦術３ 11 157

05-1-1-02 交通安全教室の実施 戦略２戦術３ 11 158

05-1-1-03 セーフコミュニティの推進 3,11,17 159

05-1-2-01 防犯対策の推進 戦略２戦術３ 11,16 161

05-1-2-02 犯罪被害者等支援の拡充 5,11 161

05-1-3-01 消費生活相談の充実 16 163

05-1-3-02 消費生活情報発信・啓発の拡充 11 163

05-1-4-01 生活衛生関係営業施設の衛生向上 3,6,11 165

05-1-4-02 食の安全確保の更なる強化 3,6,11 165

第６章　福祉

06-1-1-01 データを活用した更なる介護予防の推進 戦略２戦術１ 3,17 169

06-1-1-02 セカンドライフの充実 戦略２戦術１ 3,8,17 169

06-1-1-03 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 戦略１戦術２ 3 170

06-1-1-04 地域の支え合いによる高齢者の生活支援 戦略２戦術１ 3,17 170

06-1-1-05 認知症と共生するまちづくりの推進 戦略２戦術１ 3,17 171

06-1-1-06 介護サービス基盤の整備 3,17 171

06-1-1-07 介護人材等の確保 3,17 172

06-2-1-01 ノーマライゼーションの更なる普及・啓発 戦略２戦術５ 3,10,17 175

06-2-1-02 障害者の権利の擁護の推進 10,17 175

06-2-1-03 障害者福祉施設等の拡充 3,8,10 176

06-2-1-04 障害者の相談支援体制の強化 3 176

06-2-1-05 発達障害者支援の充実 3 177

06-2-1-06 障害者の移動支援体制の充実 3,8,10 177

06-2-1-07 障害者就労の推進 戦略２戦術２ 1,3,8 178

06-2-1-08 精神障害者を支える地域包括ケアシステムの構築 3,17 178

06-2-2-01 包括的な支援体制の整備 1,3,17 181

06-2-2-02 生活困窮者の経済的自立に向けた就労支援 1,3,8 182
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事業コード
関連する
ＳＤＧｓ

重点戦略事業名 掲載頁

06-2-2-03 様々な課題を抱える子どもに対する学習機会と居場所の提供 戦略２戦術１ 1,3,10 183

06-2-2-04 安定した地域生活に向けた居住支援の推進 1,3,10 184

06-2-2-05 ケアラー・ヤングケアラー支援の推進 1,3,8,10,17 185

06-3-1-01 地域医療体制の充実 3,17 187

06-3-1-02 感染症対策の充実 3,17 188

第７章　子ども・子育て

07-1-1-01 若年層に対する結婚支援の充実 3,4,5 193

07-1-1-02 妊娠期からの母子保健サービスの推進 戦略２戦術１ 3 194

07-1-1-03 子育て期における母子保健サービスの推進 3 195

07-1-1-04 子育て支援医療費の助成 1,3 195

07-1-2-01 保育需要の受け皿及び保育人材の確保 戦略２戦術１ 3,5,17 197

07-1-2-02 質の高い幼児教育・保育の推進 4 198

07-1-2-03 放課後児童対策の推進 戦略２戦術１ 3,5,17 199

07-1-2-04 地域における子育て支援の推進 3,5,17 199

07-1-2-05 子ども・家庭及び地域の子育て機能の総合支援 1,3,4,5,17 200

07-1-2-06 療育体制の強化と効果的な支援の推進 3,4 200

07-1-2-07 ひとり親家庭等への支援の推進 1,3,4,5,17 201

07-1-3-01 子ども・若者の意見表明や社会参画機会の提供 4,8,11,17 203

07-1-3-02 子どもの居場所づくりの推進 戦略２戦術１ 1,2,3,4,11,17 204

07-1-3-03 児童虐待対策の充実 4 204

07-1-3-04 社会的養育施策の充実 1 205

07-1-3-05 課題を抱える子ども・若者の自立支援 戦略２戦術１ 1,2,4,11 205

07-1-3-06 いじめ防止対策の推進と子どもの権利条例の制定 1,2,3,4,10 206

第８章　文化

08-1-1-01 岩槻人形博物館を拠点とした人形文化の振興・発信 4,9 211

08-1-1-02 未来に向けた盆栽文化・産業の継承・発展 4,9,11 212

08-1-1-03 市民参加型の特色ある国際芸術祭の開催 戦略２戦術５ 11,17 213

08-1-2-01 市民による文化芸術活動の成果発表の充実 4 215

08-1-2-02 市民による文化芸術活動の支援の充実 4,17 215

08-1-2-03 文化芸術創造拠点機能の構築 11,17 216

08-1-3-01 次世代に向けた歴史文化資源の保存・継承・活用 4,11 219

第９章　都市インフラ

09-1-1-01 大宮駅グランドセントラルステーション化構想の推進 戦略１戦術５ 9,11 225

09-1-1-02 市街地開発事業の推進（都心） 戦略１戦術５ 9,11 226
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事業コード
関連する
ＳＤＧｓ

重点戦略事業名 掲載頁

09-1-1-03 市街地開発事業の推進（副都心） 戦略１戦術５ 9,11 227

09-1-2-01 さいたま新都心のにぎわい創出 9,11 229

09-1-2-02 大宮駅東口公共施設再編の推進 9,11 229

09-1-2-03 浦和駅周辺地区のまちづくりの推進 戦略１戦術５ 9,11 230

09-1-2-04 常に活気とにぎわいのある都市経営の拠点となる新庁舎の整備 戦略１戦術５ 11 230

09-1-2-05 スマートシティさいたまモデルの推進 9,11 231

09-1-3-01 スマートシティに向けたモビリティサービスの充実 戦略２戦術４ 7,9,11,13 233

09-1-3-02 広域的な交通アクセスの強化 9,11 233

09-1-3-03 東西交通大宮ルートの推進 9,11 234

09-1-3-04 地下鉄７号線の延伸 戦略１戦術５ 9,11 234

09-1-3-05 大和田駅舎の機能性向上の推進 9,11 235

09-1-3-06 幹線道路整備の推進 戦略２戦術３ 9,11 235

09-1-3-07 新大宮上尾道路の整備促進及び核都市広域幹線道路の延伸の推進 戦略１戦術５ 9,11 236

09-1-4-01 大宮駅周辺まちなかウォーカブルの推進 9,11 239

09-1-4-02 浦和駅周辺まちなかウォーカブルの推進 9,11 240

09-1-4-03 美園地区のまちづくりの推進 3,9,11 240

09-1-4-04 岩槻駅周辺地区のまちづくりの推進 11 241

09-1-4-05 グリーンインフラによる都市空間の高質化 8,9,11,15 241

09-1-4-06 さいたまセントラルパークの整備推進 戦略１戦術５ 3,7,8,9,11,17 242

09-2-1-01 個性豊かで魅力ある良好な都市景観形成の推進 11,15,17 245

09-2-1-02 街なかにおける緑の創出 11,15,17 245

09-2-1-03 「緑の力」を引き出す都市公園の整備推進 戦略１戦術５ 3,7,8,9,11,17 246

09-2-1-04 都市公園のリフレッシュの推進 3,7,8,9,11,17 247

09-2-2-01 歴史を伝える本町通りのまちづくり 11 250

09-2-2-02 中央区役所周辺の公共施設の再編とデジタル化の推進 11 250

09-2-2-03 長期未着手地区のまちづくりの推進 11 251

09-2-2-04 市街地開発事業の推進（市施行土地区画整理事業） 11 252

09-2-2-05 市街地開発事業の推進（組合土地区画整理事業） 11 253

09-2-2-06 マンション管理適正化の推進 11 253

09-2-2-07 住宅セーフティネット機能の推進 11,17 254

09-2-2-08 市営住宅建替の推進 11 254

09-2-2-09 空き家等対策の推進 9,11,17 255

09-2-2-10 地下鉄７号線中間駅周辺のまちづくり 戦略１戦術５ 9,11 255

09-2-3-01 効率的で持続可能な公共交通ネットワークの実現 6,9,11,15,16,17 257
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事業コード
関連する
ＳＤＧｓ

重点戦略事業名 掲載頁

09-2-3-02 身近な公共交通の充実 戦略２戦術４ 6,9,11,15,16,17 257

09-2-3-03 公共交通のバリアフリー化推進 6,9,11,15,16,17 258

09-2-3-04 与野本町駅周辺の利便性の向上 11 258

09-2-3-05 良好な道路環境の向上 6,9,11,15,16,17 259

09-2-3-06 計画的な橋りょうの修繕 11 259

09-2-3-07 自転車利用環境の向上 9,11,15,16,17 260

09-2-4-01 上水道施設の健全化の推進 6,9,11 263

09-2-4-02 下水道施設の健全化と耐震化の推進 6,9,11,13 263

第10章　防災・消防

10-1-1-01 無電柱化の推進 9,11 267

10-1-1-02 橋りょう耐震化の推進 9,11 267

10-1-1-03 既存建築物の耐震化促進 9 268

10-1-1-04 治水対策施設の整備推進 戦略２戦術３ 11 268

10-1-1-05 河川管理施設等の計画的な更新 11 269

10-1-1-06 下水道浸水対策の推進 戦略２戦術３ 11 269

10-1-2-01 地域と共に取り組む防災対策の推進 戦略２戦術３ 5,10,11 271

10-1-2-02 帰宅困難者対策の推進 11 271

10-1-2-03 危機管理体制の確保 11 272

10-1-2-04 自主防災組織の育成支援等による地域防災力の向上 戦略２戦術３ 5,10,11 273

10-1-2-05 防災訓練を通じた災害対応力の更なる強化 5,10,11 274

10-1-3-01 消防力等の体制強化 戦略２戦術３ 3 277

10-1-3-02 消防団の充実強化 11 277

10-1-3-03 火災予防対策の推進 11 278

10-1-3-04 消防防災学習施設の充実 11 278

10-1-3-05 応急手当の普及啓発 3 279

10-1-3-06 円滑な救急活動の推進 3 279

10-1-3-07 救急ワークステーションの活用による救護体制の強化 3 280

第11章　経済・産業

11-1-1-01 東日本連携の推進による地域経済活性化 戦略１戦術５ 8,9,17 285

11-1-1-02 地方創生に向けた東日本連携センターの運営 8,9 285

11-1-1-03 地域経済活性化拠点の整備 7,8,17 286

11-1-2-01 研究開発型ものづくり企業の競争力強化 4,8,9,17 289

11-1-2-02 国内外事業展開の支援 戦略１戦術５ 4,8,9,17 289

11-1-2-03 産学連携等によるイノベーション創出の支援 戦略１戦術５ 4,8,9,17 290
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事業コード
関連する
ＳＤＧｓ

重点戦略事業名 掲載頁

11-1-2-04 医療ものづくり都市の推進 8,9,17 290

11-1-2-05 地域優位性を生かした企業立地の促進 戦略１戦術５ 8,9 291

11-1-3-01 中小企業の生産性・付加価値向上を通じた成長促進支援 戦略２戦術２ 8,9,17 293

11-1-3-02 創業支援の充実による事業創出・成長の促進 戦略１戦術５ 8,9,17 293

11-1-3-03 ＳＤＧｓ経営の推進 4,8,9,17 294

11-1-4-01 地域を支える産業人材の育成 戦略２戦術２ 4,8 297

11-1-4-02 誰もが活躍できる就労支援の充実 戦略２戦術２ 8,9,17 297

11-1-4-03 勤労者の就労環境の整備 8 298

11-1-5-01 地域の特色を生かした商業活性化 戦略２戦術２ 4,8,9,17 301

11-1-5-02 さいたまスイーツの魅力の発信 8,17 301

11-2-1-01 地域資源を生かした観光の振興 戦略１戦術５ 8 303

11-2-1-02 ＭＩＣＥの更なる推進 戦略１戦術５ 8 303

11-3-1-01 農業の担い手確保・育成の強化 2,8,12,13 305

11-3-1-02 効率的かつ安定的な農業経営の実現 戦略２戦術２ 2,9,12,13 305

11-3-1-03 地場産農産物の流通・消費拡大 2,12 306

11-3-1-04 農業交流施設の整備 2,12 306

11-3-1-05 農業基盤の整備 2,9,11,15 307

11-3-1-06 農業用水路の整備 2,9,15 307

11-3-1-07 農地の有する多面的機能の維持・発揮の活動支援 2,9,15 308
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水道分野の国際協力の推進

市民の平和意識の高揚

男女共同参画の推進

審議会等委員への女性の登用促進

01-2-2-01

01-2-2-02

国際交流の機会増加及び多文化共生意識
の醸成

01-3-1-02

01-3-1-01

01-3-2-01

包括的性教育の推進

01-2-1-01

01-2-1-02

01-2-1-03

人権を尊重する意識の醸成

ＤＶ防止及び被害者の自立支援

市民活動団体等の交流促進

コミュニティ施設の利便性向上

市民活動団体への運営支援及び地域人材
の育成

01-1-1-04

⑵ 世界の恒久平和実現への貢献

施策展開１
　次代を担う子どもたちが戦争の悲惨さと平和の尊さについて学ぶ機会の充
実を図るとともに、広く市民に平和への関心を促し、意識の高揚を図るな
ど、世界の恒久平和実現に貢献する取組を展開します。

施策展開１

　国際交流・協力活動に取り組む関係団体の支援や連携に加え、日本へ入国
する外国人の増加に伴い変化し続ける環境に対応し、本市がより魅力あるま
ちとして選ばれる都市となるように、様々な情報発信や生活支援の充実を図
るなど、国際的なまちとして誰もが地域の一員として生活できる環境づくり
に取り組みます。

施策展開２
　外国と日本のお互いの文化や習慣、言語等を学ぶ事業やイベントの充
実を図ります。

⑵ 男女共同参画社会の実現

施策展開２
　市の各種審議会など政策・方針決定過程の場への女性の積極的な登用を、
引き続き推進します。

　男女平等意識の向上、性別による固定的な役割分担意識に基づく社会制度
や慣行の見直しを促すとともに、仕事や家庭生活、地域活動など様々な場に
おける男女の共同参画を進めるため、市民、事業者、関係機関等と連携・協
力して、意識啓発や各種情報の提供、ひとり親を含めた育児や介護など、性
に起因する様々な「生きづらさ」を抱えた方々への支援等に取り組みます。

施策展開１

第３節 多文化共生社会の実現等

＜目指す方向性＞

　文化の違いを互いに認め合い、地域社会の仲間として共に暮らしていくことができる多文化共生社会の実現と
ともに、様々な分野での国際交流・協力を積極的に推進し、世界の恒久平和に向けた取組を展開します。

⑴ 国際交流・多文化共生社会の推進

人権尊重社会の実現

＜目指す方向性＞

　人権に関する意識の向上と被害者への支援に積極的に取り組み、社会全体で不当な差別を許さない人
権尊重社会を目指します。

　自治会の活動を始め、防災や防犯、環境保全、祭り、文化、スポーツな
ど、地域住民やボランティア団体、ＮＰＯなどの自主的な活動に対する支援
の充実に取り組みます。

　一般的に地域社会への関心が薄いとされる若者世代や、地域社会に生活の
重心を移した高齢者世代を中心に、広く地域住民等の自主的活動への関心や
参加の向上を図ります。

　地域における様々な活動を通じて、地域住民やボランティア団体、ＮＰＯ
などの市民活動団体が、お互いのつながりを高め合い、支え合える地域づく
りに取り組みます。

　地域住民等の活動の場であるコミュニティ施設等の有効活用及び各施設間
の連携を図るとともに、施設の管理・運営において市民との協働を推進し、
活動の場や活動環境の充実に取り組みます。

施策展開２

施策展開３

施策展開４

施策展開５

第２節

⑴ 人権を尊重する意識の醸成

施策展開２
　配偶者や交際相手等からの暴力の防止のため、情報の提供、相談体制の充
実を図り、関係機関等と連携・協力して市民への啓発に取り組みます。

　人権問題の解消に向けた市民の意識・関心と社会全体の気運の向上を図
り、あらゆる人権侵害をなくし、人権を尊重する意識の醸成を推進するた
め、市民や事業者、国や埼玉県など関係機関等と連携・協力して、学校教育
の場を始めとする人権教育、市民や事業者等への人権啓発、被害者等が相談
しやすい環境づくりなど、各種取組の充実を図ります。

施策展開１

第１章　コミュニティ・人権・多文化共生

01-1-1-01

01-1-1-03

01-1-1-02

第１節
ふれあいのある地域社会
の形成と活性化

＜目指す方向性＞

　地域住民等の交流や自主的な活動を促進し、ふれあいのある地域社会の形成と、地域住民が主体的に
地域課題の解決に取り組むまちを目指します。

⑴

　子どもから高齢者まで多世代の交流、以前からの住民と新たに転入してき
た住民との交流、地域の事業者や大学等との交流など、様々な交流の促進を
図ります。

地域住民等の交流や自主的活動の促進

施策展開１

自治会活動に対する支援
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１

項番

１

２

３

４

55.8％
（令和６年度）

60％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

地域の活動や地域での交流が活発に行われていると感じてい
る市民の割合

施策 01-1-1

地域住民等の交流や自主的活動の促進

施策マネジメント局 施策マネジメント課

市民局 市民協働推進課

実施計画事業

01-1-1-03
市民活動団体等の交流促進

　市民活動団体など多様な主体の交流を促進し、新たな結びつきや連携を生み
出します。

事業コード
事業名 事業目的

重点戦略

01-1-1-01
自治会活動に対する支援

　自治会加入者の負担軽減を図るとともに、自治会加入世帯数を増加させ、地
域の活動や交流が活発化するよう活動支援を行います。

戦略２戦術５

　市民活動団体の運営を安定化し、活動を活性化します。また、地域活動を始
めるきっかけを提供し、活動への参加を促進します。

　地域住民等の活動の場や活動環境の充実を目指します。

01-1-1-02 市民活動団体への運営支援及び
地域人材の育成

01-1-1-04
コミュニティ施設の利便性向上
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01-1-1-01

戦略２戦術５ 他施策への貢献

事 業

重点戦略

自治会活動に対する支援

事業目的

事業内容

　自治会加入者の負担軽減を図るとともに、自治会加入世帯数を増加させ、地域の活動や交流が活発化するよう
活動支援を行います。

　「さいたま市自治会等の振興を通じた地域社会の活性化の推進に関する条例」に基づき、自治会活動に対する
支援を行います。
・デジタル技術を活用した活動方法として、「自治会支援アプリ」の導入を支援するとともに、自治会向けデジ
タル技術活用に関する講座を開催します。
・自治会加入促進リーフレットなど、啓発品を作成・配布します。
・自治会運営補助金、自治会集会所整備事業補助金、コミュニティ助成事業補助金を交付します。
・さいたま市自治会連合会ホームページの運営支援を行います。

事業課
コミュニティ推進課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度に
57.0％

⑵
「自治会支援ア
プリ」導入数

自治会
26

(令和６年度)
20 20 20 20 20

令和12年度まで
の５年間で100
自治会

⑴ 自治会加入率 ％
55.8

(令和６年度)
56.2 56.4 56.6 56.8 57.0

01-1-1-02

他施策への貢献

事 業

重点戦略

市民活動団体への運営支援及び地域人材の育成

事業目的

事業内容

　市民活動団体の運営を安定化し、活動を活性化します。また、地域活動を始めるきっかけを提供し、活動への
参加を促進します。

　市民活動団体の活動場所の提供や情報の収集発信、市民活動に関する相談支援、学習の機会の提供を実施しま
す。
・市民活動に関する相談支援については、市民活動団体の紹介や立上げに関わる相談だけでなく、法律や会計に
関わる相談も実施します。
・学習の機会の提供については、若者世代や高齢者世代などの多様な世代を対象として実施します。
・学習の機会の提供については、従来の集合して行う形式に加え、オンラインの活用など、社会情勢に即した最
適で効果的な手法を導入して開催します。

事業課
市民協働推進課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度に
10,000件

⑴

市民活動サポー
トセンターラウ
ンジの利用件数

件 ― 9,600 9,700 9,800 9,900 10,000
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01-1-1-03

他施策への貢献

事 業

重点戦略

市民活動団体等の交流促進

事業目的

事業内容

　市民活動団体など多様な主体の交流を促進し、新たな結びつきや連携を生み出します。

　市民活動団体など多様な主体が交流できる場を提供します。
・市民活動サポートセンターを中心に、市民活動に関わるフェスティバルや交流イベントなどを開催します。
・交流イベントなどは、従来の集合して行う形式に加え、オンラインの活用など、社会情勢に即した最適で効果
的な手法を導入して開催します。

事業課
市民協働推進課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度まで
7,000人を維持

⑵

市民活動サポー
トセンターのイ
ベント参加団体
数

団体
87

(令和６年度)
90 90 90 90 90

令和12年度まで
90団体を維持

⑴

市民活動サポー
トセンターのイ
ベント参加人数

人
7,022

(令和６年度)
7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

01-1-1-04

他施策への貢献

事 業

重点戦略

コミュニティ施設の利便性向上

事業目的

事業内容

　地域住民等の活動の場や活動環境の充実を目指します。

　コミュニティ施設の利用を促進するため、イベント・講座を企画・実施するなど、施設の有効活用を図りま
す。
・施設の事業等において、施設間で連携し利用者の流動を発生させ、より多くの市民利用を図ります。
・施設の中規模修繕等を実施し、設備や備品等の整備を行うとともに、職員に対する接遇や機器操作等の研修を
実施することで、市民に親しみやすい雰囲気を醸成し、活動環境の充実と利用者の施設満足度の向上を図りま
す。

事業課
コミュニティ推進課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度に14
施設

⑴

稼働率が77％を
超えるコミュニ
ティ施設の数

施設
８

(令和６年度)
10 11 12 13 14
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１
72.4％

（令和６年度）
82％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

人権が尊重されていると感じている市民の割合

施策 01-2-1

人権を尊重する意識の醸成

施策マネジメント局 施策マネジメント課

市民局 人権政策・男女共同参画課

実施計画事業

01-2-1-03
包括的性教育の推進

　「包括的性教育」を通じて、命の大切さや性に関する正しい知識についての
理解促進を図り、市民一人ひとりが互いを尊重できる社会を目指します。

事業目的
重点戦略

項番

戦略２戦術５

１

２

３

事業コード
事業名

01-2-1-01
人権を尊重する意識の醸成

　子ども、高齢者の人権侵害、障害や性別・性自認・性的指向及び国籍・人
種・民族を理由とする差別や偏見、インターネットによる誹謗中傷等、同和問
題など様々な人権課題の解消を図り、差別のない人権尊重社会の実現を目指し
ます。

　ＤＶの防止とＤＶ被害者の自立支援に取り組み、配偶者等からの暴力の根絶
を目指します。

01-2-1-02
ＤＶ防止及び被害者の自立支援
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01-2-1-01

戦略２戦術５ 他施策への貢献

事 業

重点戦略

人権を尊重する意識の醸成

事業目的

事業内容

　子ども、高齢者の人権侵害、障害や性別・性自認・性的指向及び国籍・人種・民族を理由とする差別や偏見、
インターネットによる誹謗中傷等、同和問題など様々な人権課題の解消を図り、差別のない人権尊重社会の実現
を目指します。

　各種人権啓発活動等により、あらゆる人々の人権尊重意識の醸成を図ります。
・人権啓発講演会及び市内企業等人権問題研修会を実施します。
・職員を対象とした各種研修を実施します。
・啓発物品及び啓発冊子の作製及び配布を実施します。
・人権擁護委員協議会等の各種団体と連携した活動を実施します。
・市民のインターネットリテラシーの向上に資する取組及びインターネット上の誹謗中傷等に係る相談窓口の運
営を実施します。

事業課
人権政策・男女共同参画課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度まで
90％を維持

⑵

協働により実施
した人権啓発事
業の件数

件
83

(令和６年度)
85 85 85 85 85

令和12年度まで
85件を維持

⑴

講演会及び研修
会において、人
権問題について
の関心や理解が
深まった参加者
の割合

％
97.3

(令和６年度)
90 90 90 90 90

令和12年度に
1,820件

⑵

ＤＶ防止セミ
ナーの内容を理
解した人の割合

％
100

(令和６年度)
90 90 90 90 90

令和12年度まで
90％を維持

⑴
ＤＶ被害者への
相談支援件数

件
1,451

(令和６年度)
1,520 1,595 1,670 1,745 1,820

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業目的

事業内容

　ＤＶの防止とＤＶ被害者の自立支援に取り組み、配偶者等からの暴力の根絶を目指します。

　ＤＶは潜在化しやすいという特徴があることから、民間、行政などの関係機関が密接な連携を図り、防止と自
立に向けた総合的な支援体制の充実を図ります。
・ＤＶ被害者への相談支援を実施します。
・市民を対象としたＤＶ防止啓発を実施します。
・民間・行政などの関係機関による連携会議を実施します。
・関係所管を対象とした研修を実施します。

事業課
人権政策・男女共同参画課

01-2-1-02

他施策への貢献

事 業

重点戦略

ＤＶ防止及び被害者の自立支援
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※１ 包括的性教育…性を人権や関係性の視点からとらえ、性に対する考え方や経験の意味について、年齢や発達段階に応じて生涯にわたり学ぶ教
育。科学的根拠にもとづく正確な知識を重視し、文化や多様な背景に配慮しながら、性を尊厳と安心が守られる関係の中で、心地よさや喜びを
含むものとして肯定的にとらえる視点を育てるもの。自分のからだや権利の理解、他者の尊厳の尊重、同意や対話、よりよい選択につながる価
値観をそれぞれ育み、人間関係、ジェンダー、生殖、健康、社会との関わりを総合的に扱う。

※３ セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ…性と生殖に関する健康と権利。自分の「性」に関することについて、心身ともに満たされ
て幸せを感じられ、またその状態を社会的にも認められている“セクシュアル・ヘルス”、妊娠したい人、妊娠したくない人、産む・産まない
に興味も関心もない人、アセクシャルな人（無性愛、非性愛の人）問わず、心身ともに満たされ健康にいられることである“リプロダクティ
ブ・ヘルス”、セクシュアリティ（性）を自分で決められる権利である“セクシュアル・ライツ”、産むか産まないか、いつ・何人子どもを持
つかを自分で決める権利である“リプロダクティブ・ライツ”のこと。

※２ デートＤＶ…交際相手からの暴力のこと。身体的暴力、精神的暴力、経済的暴力、性的暴力などがある。

令和12年度まで
90％を維持

⑵

性やからだの仕
組みについて
知っていること
が増えた人の割
合

％ ― 80 80 80 80 80
令和12年度まで
80％を維持

⑴

包括的性教育※１

に関する講座等
の内容を理解し
た人の割合

％
98.2

(令和６年度)
90 90 90 90 90

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

01-2-1-03

他施策への貢献

事 業

重点戦略

包括的性教育の推進

事業目的

事業内容

　「包括的性教育※１」を通じて、命の大切さや性に関する正しい知識についての理解促進を図り、市民一人ひ
とりが互いを尊重できる社会を目指します。

・子どもが心身ともに健やかに成長できるよう、思春期保健に関する相談、普及啓発、情報提供を実施します。
・性に関する相談や正しい知識、情報の提示、性に関する様々な用品、書籍の展示等を行うユースクリニックを開催
します。

・性暴力の防止やセクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ※２やデートＤＶ※３防止に関する講座や研修を実
施します。
・性の知識を備えて対応することができるよう、子どもに関わる職員等に向けた研修を実施します。
・発達段階に応じた「性に関する指導」を行うことにより、児童生徒の性に関する理解を深めます。

事業課
人権政策・男女共同参画課 母子保健課 健康教育課
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１

審議会等委員への女性の登用促
進

１

２

01-2-2-01
男女共同参画の推進

　性別にかかわりなく一人ひとりがお互いを認め合い、尊重しながら、個性を
十分に発揮し、共に参画できる男女共同参画社会を実現します。

　政策・方針の決定過程における男女平等参画を促進するため、審議会等委員
への女性の参画を推進します。

01-2-2-02

実施計画事業

施策 01-2-2

男女共同参画社会の実現

施策マネジメント局 施策マネジメント課

市民局 人権政策・男女共同参画課

54％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

「男は仕事、女は家庭」など、性別による役割分担が未だに
存在すると感じている市民の割合

64.0％
（令和６年度）

項番
事業コード

事業名 事業目的
重点戦略
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01-2-2-01

他施策への貢献

事 業

重点戦略

男女共同参画の推進

事業目的

事業内容

　性別にかかわりなく一人ひとりがお互いを認め合い、尊重しながら、個性を十分に発揮し、共に参画できる男
女共同参画社会を実現します。

　男女共同参画社会の実現に向け、「第５次さいたま市男女共同参画のまちづくりプラン」に基づき、ジェン
ダーに起因する課題等に対する啓発活動を実施します。
・男女共同参画の理解を深めるための講座やイベントを実施します。
・団体活動・交流支援の充実を図ります。
・図書・行政資料等の収集・閲覧・貸出し、情報誌の発行等により、男女共同参画の推進に係る情報の収集及び
提供を行います。

事業課
人権政策・男女共同参画課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度まで
90％を維持

⑵

団体等と協働で
実施した講座等
の実施件数

件
76

(令和６年度)
75 75 75 75 75

令和12年度まで
の５年間で375
件

⑴

男女共同参画の
講座等の内容を
理解した人の割
合

％
98.3

(令和６年度)
90 90 90 90 90

01-2-2-02

他施策への貢献

事 業

重点戦略

審議会等委員への女性の登用促進

事業目的

事業内容

　政策・方針の決定過程における男女平等参画を促進するため、審議会等委員への女性の参画を推進します。

　審議会等委員への女性の積極的登用を図ります。
・所管課と事前協議を行います。
・女性人材リストによる情報提供を行います。
・登用計画、年次報告書、男女共同参画推進本部会議の開催等による進捗管理を行います。

事業課
人権政策・男女共同参画課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度まで
42％を維持

⑴

審議会等におけ
る女性委員の割
合

％
36.5

(令和６年度)
42 42 42 42 42
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１
84.7％

（令和６年度）
90％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

外国人にとって暮らしやすいまちであると感じる市民（外国
人市民を含む）の割合

施策 01-3-1

国際交流・多文化共生社会の推進

施策マネジメント局 施策マネジメント課

経済局 観光国際課

実施計画事業

事業コード
事業名

２

　海外都市との交流や国際交流イベント開催等により国際理解を図るとともに
多文化共生への理解を深め、国籍や民族等にかかわらず市民が暮らしやすいま
ちを目指します。

戦略２戦術５

項番

１

重点戦略

01-3-1-01

事業目的

国際交流の機会増加及び多文化
共生意識の醸成

　水道局で培った経験と技術を生かし、水道分野における技術協力を推進する
ことで、開発途上国における安全かつ安定した給水の実現に貢献するととも
に、国際色豊かな職員の育成に努めます。

01-3-1-02
水道分野の国際協力の推進
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01-3-1-01

戦略２戦術５ 他施策への貢献

事 業

重点戦略

国際交流の機会増加及び多文化共生意識の醸成

11-2-1

事業目的

事業内容

　海外都市との交流や国際交流イベント開催等により国際理解を図るとともに多文化共生への理解を深め、国籍
や民族等にかかわらず市民が暮らしやすいまちを目指します。

・海外都市とスポーツや教育といった様々な分野において交流を図ります。
・（公社）さいたま観光国際協会や地域のボランティア等と連携しながら多言語生活相談や日本語教室等を実施
するとともに、市民の交流機会の増加や多言語対応の強化に取り組みます。

事業課
観光国際課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度まで
2,000人を維持

⑵
日本語教室受講
者数

人
2,969

(令和６年度)
2,600 2,650 2,700 2,750 2,800

令和12年度に
2,800人

⑴

市が行う事業に
より海外都市と
交流した人の数

人
1,931

(令和６年度)
2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

令和12年度に
70％

⑶

市が新規に作成
する案内板・看
板・標識等の多
言語化率

％
57.9

(令和６年度)
62 64 66 68 70

令和９年度まで
の２年間で14回

⑵

オンラインによ
る技術指導の回
数

回 ― ６ ６ ４ ４ ４
令和12年度まで
の５年間で24回

⑴

技術協力に係る
派遣及び研修生
の受入回数

回
８

(令和７年度)
７ ７ ― ― ―

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業目的

事業内容

　水道局で培った経験と技術を生かし、水道分野における技術協力を推進することで、開発途上国における安全
かつ安定した給水の実現に貢献するとともに、国際色豊かな職員の育成に努めます。

・（独）国際協力機構（ＪＩＣＡ）技術協力プロジェクトに係る職員派遣及び研修生受入を行います。
・ＪＩＣＡ草の根技術協力事業に係る職員派遣及び研修生受入を行います。
・国際協力事業を推進するための覚書（更新）を締結します（令和10年度）。

事業課
経営企画課

01-3-1-02

他施策への貢献

事 業

重点戦略

水道分野の国際協力の推進
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１

市民の平和意識の高揚
　戦争の悲惨さやおろかさ、平和の尊さや大切さを後世に伝えるとともに、市
民の平和意識の高揚を図ります。

１

実施計画事業

事業コード
事業名項番 事業目的

重点戦略

01-3-2-01

施策 01-3-2

世界の恒久平和実現への貢献

施策マネジメント局 施策マネジメント課

総務局 総務課

4,447人
（令和６年度）

5,400人

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

平和推進事業への参加者数

-86-

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
人
権
・
多
文
化
共
生

実
施
計
画
事
業

第
１
章

第
４
編

Ⅰ 

各
分
野
の
施
策
と
事
業



01-3-2-01

他施策への貢献

事 業

重点戦略

市民の平和意識の高揚

事業目的

事業内容

　戦争の悲惨さやおろかさ、平和の尊さや大切さを後世に伝えるとともに、市民の平和意識の高揚を図ります。

　「さいたま市平和都市宣言」に基づく核兵器等の廃絶と世界の恒久平和実現に貢献する取組として、平和展及
び平和図画・ポスターコンクールを開催するとともに、戦争等体験証言映像集の活用促進等を行います。

事業課
総務局総務課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度まで
100％を維持

⑵

平和図画・ポス
ターコンクール
の応募作品数

作品
1,976

(令和７年度)
2,040 2,110 2,180 2,250 2,320

令和12年度に
2,320作品

⑴

平和展来場者ア
ンケートにおけ
る「平和の尊さ
を意識するきっ
かけになった」
人の割合

％
96.9

(令和７年度)
100 100 100 100 100
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第２章　環境

第１節
地域から取り組む「脱炭
素社会に向けた持続可能
な都市」の実現

＜目指す方向性＞

　誰もが地球温暖化対策の取組を積極的に実践することで、脱炭素社会に向けた持続可能な都市の実現
を目指します。

⑴ 脱炭素社会に向けた地球温暖化対策の推進
02-1-1-01

市役所における省エネルギー化の推進

施策展開１

　地球温暖化対策の普及啓発を通じ、市民、事業者、行政による温室効果ガ
ス削減に向けた節電等の行動変容を促し、住宅やオフィス、公共施設等にお
ける徹底した省エネルギー化を促進し、脱炭素社会に向けたまちづくりを推
進します。

02-1-1-02

02-1-1-03

市民・事業者との連携による省エネ化・
創エネ化の促進

施策展開３

　温室効果ガスの排出量が多い運輸部門において、電動車や自転車といった
多様なモビリティの普及を促進し、先駆的な技術やサービスの導入・展開に
向けて市民・事業者・行政の連携・協力のもと取り組むことで経済・社会・
環境が連携して発展する「ゼロカーボンシティ」の実現を目指します。

施策展開２
　脱炭素先行地域事業を推進し、地域内での電力の地産地消、持続可能なエ
ネルギーを確保するため、再生可能エネルギーなどの普及を促進するととも
に、公共施設への積極的な導入を進めます。

02-1-1-04

ゼロカーボンシティ実現に向けた地域循
環共生圏の構築

３Ｒ＋Renewable（リニューアブル）活
動の普及促進

第２節
ともに取り組み、参加す
る　めぐるまち（循環型
都市）の創造

＜目指す方向性＞

　市民、事業者、行政が連携・協力し、Reduce（リデュース）、Reuse（リユース）、Recycle（リサイ
クル）の３Ｒを積極的に進め、ごみを減量し、適切に資源を有効活用して、環境負荷の少ないめぐるま
ち（循環型都市）の実現を目指します。

⑴ 廃棄物の３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進
02-2-1-01

E-KIZUNA Projectの推進

焼却熱エネルギー発電の推進

02-1-1-05

　市民・事業者等との連携・協力による情報提供や意識啓発、近郊緑地保全

区域※１や特別緑地保全地区の指定などを通じ、身近な緑地や「里やま※２」
などの自然環境の保全・再生に取り組みます。

02-3-1-02

施策展開２

　自然の残る水辺とその周辺環境を適切に保全し、市民の憩いの場としての
環境整備に取り組むとともに、多様な生きものの生息場所や市民が水辺や生
きものとふれ合うことのできる場を創出することで、生物多様性の保全を推

進し、30by30目標※３の達成への貢献とネイチャーポジティブの実現を目指し
ます。

⑵ 見沼田圃の次世代への継承
02-3-2-01

施策展開３

第３節
人と自然が共生する緑豊
かな美しい都市の創造

＜目指す方向性＞

　見沼田圃や荒川など多様な動植物が生息する自然環境の保全・活用・再生、都市緑化の推進とともに、多様
な主体の参画によるグリーンインフラの活用など、良好な生活環境の確保により、生活の基盤である自然資本
を維持・回復・充実させることで、人と自然が共生する緑豊かな美しいまちを創造します。

⑴ 良好な生活環境及び自然環境の保全
02-3-1-01

施策展開１

ネイチャーポジティブの実現に向けた生
物多様性の保全の推進

指定緑地等の維持・保全

02-3-1-03

染谷・加田屋地区の公園等の整備推進

　ごみを焼却処理する際に発生する熱エネルギーによる発電量の向上、焼却
灰・溶融スラグなどの循環利用を推進することにより、最終処分率を削減し
ます。

施策展開２
　廃棄物の減量を進め、処理施設の負担軽減を図るとともに、更なる廃棄物
の安定処理実現のために老朽化したプラントの長寿命化や更新、施設の適切
な運営や統廃合及び民間事業者との連携を推進します。

施策展開２
　ペットボトル、びん、かん、古紙等の資源物を回収し、再生利用（リサイ
クル）を推進します。

⑵ 廃棄物の適正かつ安定的な処理・循環利用の推進
02-2-2-01

施策展開１
　食べ物を無駄にしない生活、買物時のマイバッグや外出時のマイボトルの
使用などによるごみの発生抑制（リデュース）と、不要になったものを譲り
合う再利用（リユース）を推進します。

02-2-1-02

事業ごみの適正処理の推進

焼却残渣
さ

リサイクルの推進

桜環境センターの長寿命化

不法投棄防止対策の推進

施策展開３
　産業廃棄物の排出事業者及び処理事業者に対して、その適正処理を指導
し、循環利用を推進します。また、不法投棄等の不適正処理を未然に防止す
るため、パトロールなどの監視体制を強化します。

02-2-2-02

02-2-2-03

施策展開３
　３Ｒの取組を普及・促進させるため、市民・事業者に対し、取組事例や成
果等の情報を積極的に提供するとともに、３Ｒ活動の支援に取り組みます。

施策展開１

　見沼田圃等の緑地空間と荒川に代表される河川とのネットワーク形成を推
進します。

施策展開１

　見沼田圃の特性を生かし、土地利用、自然環境、農、歴史・文化、観光・
交流、教育・市民活動等に関する様々な取組を総合的に推進しつつ情報発信
の強化を図ることで、誰もが憩うことのできる心のふるさととして、魅力あ
る見沼田圃の再生・活性化を図るとともに、かけがえのない環境資産として
守り育てます。

見沼田圃の保全と新たな活用・創造の推
進
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⑴ 市民・事業者と共に取り組む環境に配慮した行動の推進

施策展開１

　環境への関心や学習意欲を高め、行動につなげていくため、小中学生を対
象とした環境教育の充実を図るとともに、子どもから高齢者まで、誰もが情
報収集や学習をすることができる機会や場所の創出について、民間とのネッ
トワークなども活用し、環境教育・学習を推進します。

第４節
環境の保全と創造に意欲
的に取り組む都市の実現

＜目指す方向性＞

　市民、事業者、学校、行政など全ての主体が環境の保全と創造に関心を持ち、相互に連携して意欲的
に取り組むことで、環境負荷の少ない都市の実現を目指します。

02-4-1-01

公民連携による環境に配慮した行動の推
進

環境教育・学習・情報発信の推進

02-4-1-02

※１

※２

※３

近郊緑地保全区域…首都圏近郊緑地保全法に基づき、近郊整備地帯内の良好な自然環境を形成している緑地で、住民の健全な生活環境の確保、
公害・災害の防止等の目的で、国土交通大臣が指定する緑地のこと。

里やま…自然林の破壊により人為的に形成され、維持管理されてきた人里の二次林（関東地方では主としてコナラ・クヌギを優占種とする雑木
林）のこと。

30by30目標…令和12（2030）年までに陸と海の30％以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする目標のこと。令和４（2022）年12 月に
採択された「昆明・モントリオール生物多様性枠組」において、2030 年グローバルターゲットの１つとして盛り込まれた。

施策展開４
　気候変動に伴う災害の激甚化・頻発化などの様々な影響に対して適応策の
啓発を推進します。

気候変動に伴う様々な影響に対しての適
応策の推進

施策展開３
　環境に関する市民の意識啓発を図るとともに、地域の活動を支援し、取組
の輪を広げます。

市民が取り組む環境活動の推進

環境に配慮した農業の推進

02-4-1-04

02-4-1-05

施策展開２
　環境に関する情報の共有や環境イベントの開催などを通じ、市民や事業者
と連携・協力して環境の保全に取り組みます。

02-4-1-03
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１

２

4.49t-CO2
（令和４年度）

3.09t-CO2
（令和10年度）

7,530TJ
（令和10年度）

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

市民１人(１世帯)当たりの温室効果ガス排出量

市域の再生可能エネルギーなどの導入量
6,272TJ

（令和４年度）

施策 02-1-1

脱炭素社会に向けた地球温暖化対策の推進

施策マネジメント局 施策マネジメント課

環境局 ゼロカーボン推進戦略課

実施計画事業

02-1-1-03 ゼロカーボンシティ実現に向け
た地域循環共生圏の構築

　脱炭素社会に向けた持続可能な都市の実現を目指し、電力の地産地消、持続
可能なエネルギーを確保することで、本市の温室効果ガス排出量を削減しま
す。

戦略１戦術１

事業コード
事業名 事業目的

市民・事業者との連携による省
エネ化・創エネ化の促進

　家庭部門（市民）、産業部門及び業務部門（事業者・行政）における温室効
果ガス排出量を削減します。

戦略１戦術１

項番

１

２

３

４

重点戦略

02-1-1-01

02-1-1-04
E-KIZUNA Projectの推進

　市役所の事務事業に係る温室効果ガス排出量を削減します。

　電気自動車（EV）を始めとする電動車の普及等を通じて、持続可能な脱炭素
社会の実現を目指します。

戦略１戦術１

02-1-1-02 市役所における省エネルギー化
の推進

５ 　一般廃棄物を焼却した際に発生する熱エネルギーを有効活用します。
02-1-1-05

焼却熱エネルギー発電の推進
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※

02-1-1-01

戦略１戦術１ 他施策への貢献

事 業

重点戦略

市民・事業者との連携による省エネ化・創エネ化の促進

02-4-1

事業目的

事業内容

　家庭部門（市民）、産業部門及び業務部門（事業者・行政）における温室効果ガス排出量を削減します。

・ゼロカーボンシティの実現に向け、先進技術の導入も含め、各部門における温室効果ガス排出量を削減するための
支援策を充実させるとともに、市民・事業者と連携した省エネ化・創エネ化を促進します。

・ナッジ※の概念を踏まえた普及啓発を実施し、省エネ行動の定着を促進します。
・事業者に対して環境負荷低減計画制度の適切な運用を実施し、優れた取組には表彰を行います。
・「さいたま市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）」に掲げる施策により、市の取組を推進しま
す。
・太陽光発電設備等共同購入事業により、市内の再生可能エネルギーの普及拡大を図るとともに、ペロブスカイト太
陽電池など最先端技術の実証・支援・実装に向けて積極的に取り組みます。

事業課
ゼロカーボン推進戦略課

▲43
(令和９年度)

▲46
(令和10年度)

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度に平
成25年度比で
46％削減（令和
10年度）

⑵

市内における太
陽光発電設備導
入件数

件
28,472

(令和６年度)
30,000

(令和７年度)
32,000

(令和８年度)
34,000

(令和９年度)
36,000

(令和10年度)
38,000

(令和11年度)

令和12年度に
38,000件（令和
11年度）

⑴

市域における温
室効果ガス排出
量(対平成25年
度比)

％
▲21.7

(令和４年度)
▲34

(令和６年度)
▲37

(令和７年度)
▲40

(令和８年度)

ナッジ…行動科学の知見（行動インサイト）の活用による「人々が自分自身にとってより良い選択を自発的に取れるように手助けする政策手
法」のこと。

02-1-1-02

他施策への貢献

事 業

重点戦略

市役所における省エネルギー化の推進

02-4-1

事業目的

事業内容

　市役所の事務事業に係る温室効果ガス排出量を削減します。

・大規模な排出事業者の一つである市役所の役割として、「さいたま市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・
事務事業編）」に掲げる各施策を着実に実施し、積極的に省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入を図るこ
とで、市役所の脱炭素化を図り、市役所の事務事業に伴う温室効果ガスの排出量を削減します。
・市が行っている地球温暖化対策については、市民・事業者の行動変容につなげていくために「見える化」を図
り、市ホームページ等に積極的に公表します。

事業課
ゼロカーボン推進戦略課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度に平
成25年度比で
36％削減（令和
11年度）

⑵

ハコモノ施設に
おける太陽光発
電設備の設置率

％
53

(令和６年度)
56 57 59 61 63

令和12年度に
63％

⑴

事務事業におけ
る温室効果ガス
総排出量(対平
成25年度比)

％
＋11.5

(令和５年度)
▲４

(令和７年度)
▲11

(令和８年度)
▲17

(令和９年度)
▲25

(令和10年度)
▲36

(令和11年度)

令和12年度に
55％（令和11年
度）

⑶
再エネ電力の調
達率

％
17.6

(令和５年度)
30

(令和７年度)
40

(令和８年度)
45

(令和９年度)
50

(令和10年度)
55

(令和11年度)
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令和12年度に
186,114MWh/年

⑴

先行エリア内に
おける再生可能
エネルギー等導
入量

MWh/年
45,447

(令和６年度)
92,336 115,781 139,225 162,670 186,114

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業目的

事業内容

　脱炭素社会に向けた持続可能な都市の実現を目指し、電力の地産地消、持続可能なエネルギーを確保すること
で、本市の温室効果ガス排出量を削減します。

・持続可能なエネルギーを確保するため、再生可能エネルギー等の普及を促進するとともに、全市立学校におい
て脱炭素化を図るため、ごみ発電により発電された電力を有効活用するなど、公共施設での積極的な導入を進め
ます。
・脱炭素社会に向けた温暖化対策を更に推し進めるため、再生可能エネルギー等の利用拡大を通じた「地域循環
共生圏」の実現を目指し、脱炭素先行地域事業を推進します。

事業課
ゼロカーボン推進戦略課

02-1-1-03

戦略１戦術１ 他施策への貢献

事 業

重点戦略

ゼロカーボンシティ実現に向けた地域循環共生圏の構築

02-4-1

02-1-1-04

戦略１戦術１ 他施策への貢献

事 業

重点戦略

E-KIZUNA Projectの推進

02-4-1

事業目的

事業内容

　電気自動車（EV）を始めとする電動車の普及等を通じて、持続可能な脱炭素社会の実現を目指します。

・運輸部門の温室効果ガス排出量を削減するため、市民・事業者への支援策や啓発活動の実施により、電気自動
車（EV）を始めとする電動車の普及を促進するとともに、EVを安心・快適に使える社会の構築に向けた取組を推
進します。

事業課
ゼロカーボン推進戦略課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度に
56％（令和11年
度）

⑴

市内の乗用車の
新車登録台数に
占める電動車の
割合

％
50.9

(令和６年度)
52

(令和７年度)
53

(令和８年度)
54

(令和９年度)
55

(令和10年度)
56

(令和11年度)
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02-1-1-05

他施策への貢献

事 業

重点戦略

焼却熱エネルギー発電の推進

事業目的

事業内容

　一般廃棄物を焼却した際に発生する熱エネルギーを有効活用します。

　清掃センター（西部環境センター、クリーンセンター大崎、桜環境センター、見沼環境センター）で一般廃棄
物を焼却処理する際に発生する熱エネルギーを利用して最大限可能な発電を安定的に行い、所内の電力を賄うと
ともに、公共施設で有効活用することで、電力の地産地消を推進します。

事業課
環境施設管理課 西部環境センター クリーンセンター大崎 ゼロカーボン推進戦略課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度まで
の５年間で
705,000MWh

⑵

清掃センターが
発電する電力に
より脱炭素化す
る市内公共施設
数

施設
６

(令和６年度)
150 200 250 260 270

令和12年度に
270施設

⑴
蒸気タービン発
電量

MWh
120,226

(令和６年度)
141,000 141,000 141,000 141,000 141,000
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１
776g

（令和６年度）
827ｇ

（令和９年度）

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

市民１人１日当たりのごみの総排出量

施策 02-2-1

廃棄物の３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の
推進

施策マネジメント局 施策マネジメント課

環境局 資源循環政策課

環境局 廃棄物対策課

実施計画事業

事業コード
事業名 事業目的

重点戦略

02-2-1-01 ３Ｒ＋Renewable（リニューアブ
ル）活動の普及促進

　市民、事業者、行政が連携・協力し、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイ
クル）を積極的に進め、ごみを減量し、適切に資源を有効活用して、環境負荷
の少ないめぐるまち（循環型都市）の実現を目指します。

戦略２戦術４

項番

１

　事業系一般廃棄物の適正処理及び３Ｒ（リデュース・リユース・リサイク
ル）を推進します。

02-2-1-02
事業ごみの適正処理の推進２
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令和９年度に
456g/人・日

⑴

市民１人１日当
たりの家庭系ご
み排出量

g/人・日
463

(令和６年度)
462 456

次期一般廃棄
物処理基本計
画に基づき
目標値を設定

次期一般廃棄
物処理基本計
画に基づき
目標値を設定

次期一般廃棄
物処理基本計
画に基づき
目標値を設定

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業目的

事業内容

　市民、事業者、行政が連携・協力し、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）を積極的に進め、ごみを減
量し、適切に資源を有効活用して、環境負荷の少ないめぐるまち（循環型都市）の実現を目指します。

　３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）＋Renewable（リニューアブル）に関する市民の意識啓発を図るた
め、地域毎に選出されたクリーンさいたま推進員の普及啓発の活動支援を行うとともに、公民館等など市民に身
近な施設に設置した家電回収ボックスの維持管理、ごみ分別アプリの配信及び広報誌等を配布します。
　また、「第４次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」に基づき、主要施策である「食品ロス削減」
及びプラスチック資源循環法への対応を含む「プラスチックごみ削減」を推進するとともに更なるごみの減量・
リサイクルに向けた新規削減施策の立案に取り組みます。さらに、生ごみ処理機等への導入補助など市民ニーズ
に合わせたごみ減量施策を展開します。

事業課
資源循環政策課 廃棄物対策課

02-2-1-01

戦略２戦術４ 他施策への貢献

事 業

重点戦略

３Ｒ＋Renewable（リニューアブル）活動の普及促進

令和９年度に
86,342t/年

⑴
事業系ごみ総排
出量

ｔ/年
97,438

(令和６年度)
89,544 86,342

次期一般廃棄
物処理基本計
画に基づき
目標値を設定

次期一般廃棄
物処理基本計
画に基づき
目標値を設定

次期一般廃棄
物処理基本計
画に基づき
目標値を設定

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業目的

事業内容

　事業系一般廃棄物の適正処理及び３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）を推進します。

　「事業ごみの処理ガイド」配布、適正処理講習会の開催、立入調査を通じて、事業系一般廃棄物の適正処理及
び３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）について、事業者への指導を行います。

事業課
資源循環政策課 廃棄物対策課

02-2-1-02

他施策への貢献

事 業

重点戦略

事業ごみの適正処理の推進
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１
2.67％

（令和６年度）
3.1％

（令和９年度）

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

ごみの総排出量に対する最終処分比率

施策 02-2-2

廃棄物の適正かつ安定的な処理・循環利用の推進

施策マネジメント局 施策マネジメント課

環境局 環境施設管理課

実施計画事業

02-2-2-03
不法投棄防止対策の推進

　不法投棄や産業廃棄物の不適正処理を防止することにより、地域の生活環境
を保全し、市民の安全で快適な生活を確保します。

事業コード
事業名 事業目的

焼却残渣
さ
リサイクルの推進

　一般廃棄物を焼却した際に発生する焼却灰及び飛灰をリサイクルし、最終処
分比率を低減化します。

項番

１

２

３

重点戦略

02-2-2-01

　老朽化した桜環境センターの長寿命化を行い、適正処理を推進します。
02-2-2-02

桜環境センターの長寿命化
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02-2-2-01

他施策への貢献

事 業

重点戦略

焼却残渣
さ

リサイクルの推進

事業目的

事業内容

　一般廃棄物を焼却した際に発生する焼却灰及び飛灰をリサイクルし、最終処分比率を低減化します。

　清掃センター（西部環境センター、クリーンセンター大崎、桜環境センター、見沼環境センター）で一般廃棄

物を焼却処理した際に発生する焼却灰及び飛灰の一部をセメント、人工砂及びスラグ化し、最終処分場への埋め

立て比率を低減化します。

　また、廃棄物の発生量が増加した場合、比例して焼却残渣
さ

の量も増えることから、最終処分場を延命化するた

めにもリサイクルを推進します。

事業課
環境施設管理課 西部環境センター クリーンセンター大崎

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度まで
80％を維持

⑴
焼却灰及び飛灰
の資源化率

％
77

(令和６年度)
80 80 80 80 80

02-2-2-02

他施策への貢献

事 業

重点戦略

桜環境センターの長寿命化

事業目的

事業内容

　老朽化した桜環境センターの長寿命化を行い、適正処理を推進します。

　日々発生する廃棄物の処理を安定的に行うために、桜環境センターの焼却施設、リサイクル施設等について基
幹的設備改良工事を実施し、施設の長寿命化を図ることで廃棄物の適正処理を推進します。

事業課
環境施設管理課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度に工
事着手

⑴

桜環境センター
基幹的設備の改
良

― ― ―
長寿命化計画
作成

工事発注仕様
書の作成

事業者選定手
続

工事着手
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02-2-2-03

他施策への貢献

事 業

重点戦略

不法投棄防止対策の推進

事業目的

事業内容

　不法投棄や産業廃棄物の不適正処理を防止することにより、地域の生活環境を保全し、市民の安全で快適な生
活を確保します。

　産業廃棄物を長期に保管するなど不適正な処理を行っている事業者に対し、是正措置を講じるよう指導しま
す。また、不法投棄の防止を図るため、官民連携の下、監視体制を強化するとともに、調査や指導を徹底しま
す。

事業課
産業廃棄物指導課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度まで
の５年間で25件

⑴
不法投棄通報協
定締結件数

件

５
(令和６年度)
※協定締結事

業所数77
(R7.4.1時点)

５ ５ ５ ５ ５
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１
60.4％

（令和６年度）
73％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

水辺や緑地の保全・再生活動に関心がある市民の割合

施策 02-3-1

良好な生活環境及び自然環境の保全

施策マネジメント局 施策マネジメント課

環境局 環境対策課

実施計画事業

02-3-1-03 染谷・加田屋地区の公園等の整
備推進

　見沼田圃の保全・活用・創造を図るため、自然環境に配慮した、公園等の整
備を推進します。

事業コード
事業名 事業目的

重点戦略

02-3-1-01 ネイチャーポジティブの実現に
向けた生物多様性の保全の推進

　ネイチャーポジティブの実現を目指すため、市民、団体、学校、企業など多
様な主体が連携・協力して自然環境の保全・活用・再生や、動植物の生息・生
育基盤となる水辺及びその周辺環境の保全・再生に取り組み、生物多様性の保
全を推進します。

戦略１戦術１

項番

１

　良好な自然環境を有する緑地を保全し、市民の快適な生活環境を確保しま
す。

02-3-1-02
指定緑地等の維持・保全２

３

-100-

実
施
計
画
事
業

環
境

第
２
章

第
４
編

Ⅰ 

各
分
野
の
施
策
と
事
業



02-3-1-01

戦略１戦術１ 他施策への貢献

事 業

重点戦略

ネイチャーポジティブの実現に向けた生物多様性の保全の推進

事業目的

事業内容

　ネイチャーポジティブの実現を目指すため、市民、団体、学校、企業など多様な主体が連携・協力して自然
環境の保全・活用・再生や、動植物の生息・生育基盤となる水辺及びその周辺環境の保全・再生に取り組み、
生物多様性の保全を推進します。

・地域生物多様性増進法に基づく地域生物多様性増進活動支援センターを運営し、市内で生物多様性の保全の
ための活動をしている市民、団体、企業等を支援するための情報発信、あっせん、助言等を行います。また、
「みぬま見聞館」を拠点とした人材育成プログラムと環境学習コンテンツを作成し、市民への意識醸成のため
のイベントや講座を年間を通じて実施します。
・団体、企業等が主体となって生物多様性の維持・回復・創出に資する取組を行っている場所を抽出し、連携
活動増進協議会を設置して、自然共生サイト認定に向けた取組を公民学連携により行います。
・市民参加型みんなの生きもの調査を始め、学校や大学等との連携によるモニタリング体制を構築するととも
に、生きもの観察アプリ等を利用した生きもの調査イベントを実施して、全市的に調査データの収集します。
また、各種生物調査の実施及び調査データの集計、データベース登録と生きものデータベースの活用促進を図
ります。
・生物の生息、生育環境の基盤となる水辺の保全・再生を推進するため、さいたま市水環境ネットワークや水
辺のサポート制度による水辺環境美化活動を支援します。また、市民や小学校等に対し雨水の有効利用と地下
水の涵養をテーマに出前講座を行い、健全な生態系と水循環の保全の啓発と市民参加を促進します。

事業課
環境対策課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和12年度まで
の５年間で５件

⑵
生きもの調査に
参加した市民の
延べ人数

人
280

(令和６年度)
400 450 500 550 600

令和12年度に
600人

⑴

生物多様性増進
活動実施計画の
作成数（案を含
む）

件
３

(令和６年度)
１ １ １ １ １

令和12年度に70
社・団体

⑶

生きもの調査や
保全活動に参加
した企業・団体
の数

社・団体
39

(令和６年度)
50 55 60 65 70
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令和12年度まで
の５年間で延べ
５事業

⑴

公民連携による
緑地の保全・活
用

事業
ヒアリング実
施
(令和６年度)

１ １ １ １ １

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業目的

事業内容

　良好な自然環境を有する緑地を保全し、市民の快適な生活環境を確保します。

・良好な自然環境を有する緑地を保全するため、都市緑地法に基づく特別緑地保全地区や「さいたま市みどりの
条例」に基づく自然緑地に指定し、維持保全を図ります。
・「さいたま市みどりの条例」に基づく民有地の指定緑地について、所有者に維持管理費の一部を助成すること
により、良好な緑地の保全を図ります。
・将来にわたり持続可能な緑地を目指していくため、市民や民間事業者等の多様な主体と連携した保全・活用の
取組を進めます。

事業課
みどり推進課 染谷・加田屋地区整備室 北部公園整備課 南部公園整備課

02-3-1-02

他施策への貢献

事 業

重点戦略

指定緑地等の維持・保全

令和10年度に公
園開設

⑴
（仮称）加田屋
公園整備

―

広場ゾーンの
実施設計
用地取得
(令和６年度)

公園整備工事 公園整備工事
公園整備工事
完了
公園開設

― ―

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業目的

事業内容

　見沼田圃の保全・活用・創造を図るため、自然環境に配慮した、公園等の整備を推進します。

　加田屋地区において、地区特性を生かした土地利用の検討を進め、地域住民が活用できる身近な空間、自然環
境に配慮した水辺空間を整備します。

事業課
染谷・加田屋地区整備室

02-3-1-03

他施策への貢献

事 業

重点戦略

染谷・加田屋地区の公園等の整備推進

09-2-1
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１

重点戦略

02-3-2-01

項番

１

実施計画事業

事業コード
事業名 事業目的

見沼田圃の保全と新たな活用・
創造の推進

　社会課題解決の基盤として見沼田圃のグリーンインフラ機能を活用し、
「農・自然・歴史とふれあう、憩いのふるさと“みぬま”」を実現します。

戦略１戦術１

施策 02-3-2

見沼田圃の次世代への継承

施策マネジメント局 施策マネジメント課

都市局 見沼田圃政策推進課

47.1％
（令和６年度）

65％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

見沼田圃に魅力を感じる市民の割合
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